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生活問題の現段階と協同組合

一現代生活協同組合論の視角を中心に一
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I 序 一問題の所在一

資本主義経済体制の構溺悦識が一段と深まり，そのもとで勤労住民の生活問題が一層深刻化

する中にあって，生活に直接かかわる大衆組織として，生活協同組合に対する国民的関心はしだい

まりつつあるといえよう。 2千万人を超える組織構成員を擁し，全国で 1兆円近い総事業量を

実現している生活協同組合は，その経済的事業活動の隔でも，また一般にし、われる消費者運動にお

いても，国民生活の帰趨に少からぬ影響力をもっているとみることができるO

しかし，このような実蹴慨議の高い状況の中にあっても，生活協関組合に関する研究の蓄積

とその到達水準は決して十全とはし、えず，むしろ，現実に提起されている実践的課題の方が先行し，

研究が理論的にも実証的にもたちおくれ気味であった，ということができょう O このような見地

に立ってみた場合，生活協同組合論の発展は現実に求められている必須の研究課題であるが，そ

の中に含まれる具体的課題は，ひとり生活協問組合論じたし、の発展にとどまらず，ひろく他の種類

の協同組合の解明，さらにこれと関連する生活問題，消費者運動，消費者教育，さらに住民自治，

公務労働論，経済民主主義論としても重要な視座と内容を含んでいる。ここで生活協同組合に焦点

をしぼって論述するのも，実はそのような共通の分析視角を射程に入れているからにほかならなし、。
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生活協同組合論にかぎってみた場合，これまでの論説について，その伺を継承・発展させる

べきか，また，新たな分析視角として伺を設定すべきかがまず間われることになる。これまで，生活協

同組合に関する論説は決して少なくなかったが，それらのいずれについても，体系だったものにはなり

切っていなかったといえる。それは，わが国における生協論の生いたちにもかかわる面が少なくな

い。総じていえば，これまでの生協論に関する理論的枠組みは，おおむね農業協同組合論に負うとこ

ろがきわめて大きかった，とみてさしっかえなし、。いわば，農協論の成果の f生協版Jとして生協

論が議論されてきたということは大筋において否定することができないと思う。いL、かえるならば，農業協

同組合を中心同議論されてきたことの多くが協同組合論として一般化，普遍イとされ，さらにそれが生活

協同組合に適用されて生協論として論述されてきた，とみることカ?できる。農協論→協向組合論→生

協論ともいうべき議論の運びが主流を占めていた，といえよう。このため生活協同組合の独自の性

格と構造についての考察が不十分であった，ということができる。このこととかかわって，生活協興

組合の存立基擦やその歴史的発燥条件，さらに生活協同組合の成員の性格についての分析がやはり

十分に伝われなかったことも指摘できょう O

このような反省に立ってみた場合，生協論をさらに発展させるうえでふまえるべき基本的視

については，大要次のようにいうことができょう。

第 1に，生活協同組合を単に生協問題，生協運動の枠内にとどめることなく，より広い視野に

立って解明するうえで欠かせないことは，その成員の構成と性格，とりわけその階級的性格に着目

し，それを基礎とする成員の重面している生活関題，さらにそれにもとづく生活要求を明かにする

ことである。その場合，その階級構成の分析は，一国の全体的な構成とともに地域的な構成の内容

に立入った分析で、なければならず，さらにそれは地域産業の発展構造との関連(たとえば就業構造，

労働力市場などを媒介とする)において明かにされなければならなし、。そして.このような階級・

階層分析を基礎とする諸階級・階層の生活構造，生活問題の分析の視角についてはさまざま考えら

れるが，ここでは貧困化の視点をとくに重視したし、と思う。それは生活問題を黄部化に限定すると

いうよりは，むしろ，現段階における労働者・勤労住民の生活問題の根底には黄由化の進行がある，

という基本的認識にもとづいている。もちろん，この場合，貧間化の内実を理論的・実証的に明か

にすることはそれじたし、独自の研究課題である。

第2に，上記の検討を通して明かにされた労働者・勤労住民の生活問題，さらにそれにもとづく生

活にかかわる諸要求について，生活協同組合がどのような役割を果しうるか，またその実現を可能とす

る条件は伺か，について解明されなければならなL、。このような課題については，これまでは，生

活協同組合の組織・経営上の独自性〈具体的には協同組合の運営原則)が議論の中心に鋸えられて

きたが，このことによっては現代資本主義のもとにあ噴ける生活協同組合の位置と役割を構造的に明

かにすることは国難である。いし、かえれば，従来の生協論の枠を抜け出ることはできなし、。むしろ新

しい視点として必要なことは，労働者・勤労住民が生活課題を基礎として展開する諸闘争，諸運動

の中で生活協間総合がし、かなる位置に立ちいかなる役割を担いうるか，を明かにすることである。

このこととかかわって， とくに生活協同組合運動と労働組合運動の関連を軸とする地域民主主義運動

の分析が重要な意義を有する。

第3に，このように擬持進める過程で，生活協同組合の内部構造についての新たな分析視角が

間われる。その一つは生協労働者論であり，いま一つには生協事業論である。し、ずれもこれまでの

生協論では欠落していたかないしはきわめて不十分な分析にとどまっていた論点である。このこと

にかわわる最近の議論としては，生活問題，社会資本論，公務労働論，生活の社会化に関する議論



生活問題の現段階と協同組合

などがあるが，それらがし、ずれも生協労働者論，生協事業論と深く関連しており，同時にこのよう

な説点をふまえた生活協同組合論は，逆に生活問題，社会資本論，公務労働論じたいを深めるうえ

でも有効となろう。

第4に，生活協同組合の存立基盤，存立条件について考察するならば，地域社会の構造や地域

問題との関連をぬきにすることはできなし、。このことが従来軽視されてきたのは，生協問題が協同

組合論の枠内で議論されてきたからにほかならないが，最近，ょうやくそのような視点の狭さから
(1) 

脱却した論述も見られるようになった。それらは実践運動をふまえた問題提起としての内容を含み

つつも，その提起された諜題の本格的解明はほとんど今後に残されている，といえよう。そして，

生協運動と地域問題とを関連づけて検討を進めるならば，それは経済民主主義とのかかわりを抜き

にすることができなし、。 L、し、かえれば，生活協同組合は経済民主主義の形態と内容にかかわる一つ

の具体化であり，生協運動はとりわけ地域に根ざした経済民主主義の実践としての意義を有してい
(2) 
る。このような観点から生協問題をより広く考察することは，今もって絶無とはし、えない協同総合

主義的偏向を正すうえでも必要なことといわなければならない。

i.3: 
(1) たとえば坂寄俊雄編『地域生活と生協運動J.CI981年，法律文化社)
(2) この点にっし、てもすでにいくつかの論稿が出ているが，全体として問題提起の峨を出ていないといえよう。

たとえば戸木田嘉久「経済民主主義と協同組合運動J C坂寄俊雄編『生活協同組合と現代社会J.1978年，
法律文化社，所収)

山田定市「経済民主主義と協同組合運動J (北海道経済研究所『北海道経済J.1980年5月号，所収)。

E 生活問題の現段構と生活協関組合に関する基本視角

1. 生活協関組合の階級的基盤

生活協同組合(潟費者組合，消費組合，労働者協同組合)の成員がひろく労働者・勤労住民に

わたることはいうまでもないが，その主たる構成が労働者によって占められることはたしかである。

しかし，このことがこれまでの生活協関組合論の展開の中でかならずしも十分に組みいれられなか

ったことが，とくに生活協同組合論の理論的展開のなかで少からぬ混迷をもたらす原器になったこ

とは否定できなし、。このことにかかわって，すで

協同組合運動の意義について明確な規定を与えていた。むろん，その中には協同組合工場に対する

評価も方財つっており，労働者協同組合についての性格規定との間になお整序すべき論点を含んでし、た

が，労働者協同組合の資本主義的性格ないしその階級的性格については，改良主義的協同組合論と
(I) 

の論争をへながら明確にされていたとみるべきであろう o この点はさらにレーニンの場合には協同

組合の基本的性格とともに社会主義建設にいたる協同組合の役割を実践的に明かにすることも含め

てより現実的に解明されているO その中でレーニンは，プロレタリア協同組合くその中心は労働者

消費総合)がもっている一定の改良的役割を認めつつも，それはごくかぎられたものであり，むし

ろ措級闘争ぬきの社会改良の幻想を生み出しがちになる点、も指摘しているO また，社会主義のもと
(2) 

での協同組合の役割について明かにしている点も重要である。

このような議論をふまえるならば，その後の生協問題の解明にとって必要なことは，このよう

なマルクス・エンゲルスおよびレーニンの協同組合(とりわけここでは労働者協同組合)に関する

論述および実接を正しく継承し発燥させることにあったといえる。とくに，国家独自資本主義のも

3 
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とにおける労働者階級の貧国化とそれを基底とする生活問題の特徴をふまえて，労働者消費組合の

現段階的役割について明かtこすることが求められているといえよう O このような視点に立ってみた

場合，生活協同組合論に一定の前進があったことはたしかであるとしても，マルクス，エンゲ、ノレス

およびレーニンによって構築されつつあった科学的協同組合論を発展させるうえで少からぬ混迷の

あったことも否定できない。とくにこの節における主題である生活協同組合の階級的基礎に関してい

えば，大別して次の2点にその混迷の原因を求めることができる。そのひとつは，各種の協用組合

の性格をあまねく協同組合の本質として共通に探求する鎮向が依然として強く存在しているという

ことであり，さらに，そのことと深くかかわりつつ各種の協河組合の成員を共通して「経済的弱者」

に求める論説がし、まなお存することである。これらの混同の誤りとそれが協同組合的改良主義にお

ちいる原因になること(つまり没階級的把握になること)については基本的にはすでに古典におい

ても明かにされているのであるが，その論点がかならずしも正しく継承されず，しかも現段措にお

いてふたたび強調され出していることは軽規できない(たとえそれが主観的に協同組合の今日的意

義を強調するとLづ意図に立っていようとも)。

ところで上記の2点、のうち，第1の論点，つまり協同組合としての原論を求めることの是非に
(3) 

ついては，すでにかなり以前に指摘ずみなのでここではくり返さなし、。各種の協同組合に協同組合

原則がほぼ共通して採用されてし、るとしウ事象を，各種の協同組合の基本的性格の共通性に陵結する

ということが少からぬ混迷をもたらしたということを指摘するにとどめよう。そこで，ここで

は第2の論点にしぼって問題点を指摘しておこう。協同組合の成員があまねく「経済的弱者Jとし

て表現されることが比較的に受け入れ易いのは，それがこのことについての常識的判断と共通する

からであろう。そのような常識的共通認識がさまざまな種類と領域にわたる協関総合運動の共通の

運動基殺を求めることに相通ずる側面があるからである。しかし，同時にこのことがそれぞれの協

関綴合の階級的存立基礎を暖味にするということについては，従来あまり注目されてし、なかったように忠弘

たとえば伊東勇夫氏は，歴史的分析においては，労働者消費組合とは区別される小生産者協同

組合，とりわけ農業協同組合について，その階層分解をふまえた精徽な分析を展開しているにもか

かわらず，その浬論的枠組みにかかわって，とくに協興組合の主体的契機については. r主体的に
(4) 

は資本主義の矛扇にたし、する抵抗として形成され，自衛的性格をもちJ.その意味で「協持組合は，
(5) 

経済的弱小者や小生産者がその経済的非独立性を相互に補って，扶助していこうとする組織JC傍
点一号i用者)であるとしているG そのいわんとするところは常識的発想としては理解できないわ

けではないが，すくなくとも，かかる論旨が.(1)資本主義の矛盾に対する抵抗の内突を明確にする

ことなしにくとくに労働組合運動との関連)のべられていること.(2)したがって「自衛的性格jの

階級闘争との関連が不明確で、あること.(3)そして「経済的弱小者」がし、かなる意味において日記、j

であるかについての階級視点が不努確であること，などの問題点を含んでおり，この点についての

厳密な検討が必要であることはたしかである。もちろん，伊東氏のこの論述は. r独占段階におけ
る協関総合の機能」の章の中でのべられており，したがって，このことが独占資本下の被搾取・抑

圧のもとにおかれている諸階震の共通の状態をふまえていることはたしかであるが，たとえそうで

あるとしても，被搾耳元・抑圧の状態が各措級・階層によって共通の内突をもつわけではなし、。この

ような意味における共通性はむしろ運動の次元において共通の運動目標として成り立つことである。

そのさい，生活協同組合もまた生協運動といわれる運動的側面を有することはし、うまでもないが，

その共通の運動目標は，運動主体のそれぞれ異った状態を基礎とする共通性の意識的追求から設定

されることであって，統一や連帯の意義もこの点にあるといえよう。したがって，共通の運動昆穣
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を「経済的弱小者Jとし、う成員の「共通性Jに直結させることはできないといえよう。

このように協同組合の存立基盤の「共通性Jを求めようとする議論は，最近とみに活発になっている

が，このことの中でとくに協同組合運動の現実のうごきとかかわる論点として2つの問題をあげること

ができる。そのひとつは地域協同組合論であり，もうひとつは協同組合間協同に関する論点である。

地域協同組合論についてもその論旨やその論拠は決して一様ではないが，このような議論が輩出す

る現実的基礎は，農民層分解の進行過程における兼業農家の増大，それと併行して進む都市化・地

域の農協の存立基盤の変化，にあるとし、える。そしてこの議論はそのような事態に対応した職能別協

同組合の粋をこえて，これに代る f地域原理jにもとづく地域協同組合を構想するというものであ
(6) 
る。その主患とするところは農業協関組合や生括協同組合の独自の存在に代る地域協同組合の設置，

ということであり，そのために階級・階層をこえた共通の組織原漂(としての地域原理)がその基

礎に据えられることになる。さらに地域協同組合論は，農業協同組合の発展方向を都市農協化(そ

の概念・内容じたし、かならずしも明確ではないが)に求め，さらにそれを地域協同組合として構想

することにより生活協同組合をはじめ他の種類の協同組合をも組織的に併合する方向性を内旬して

いる。

協関組合の存立基盤の「共通性Jを求める具.体的・実践的なしぜひと℃の議論として，協同組合

協同をめぐる議論をあげることができるO 協同組合間協同については，それ自体議論の多いところ

であり，その若子の分析視角については別の機会にのサこのでここでは繰り返さないがJ九くに階級・階

層構成にカかわる代表的見解とし℃ふたたび、伊東勇夫氏の論旨をあげ、ることができる。伊東氏は，協

同組合間協同原則の成立と展開について陵史的に跡づけたうえで，その現段階的な意義を次のよう

に要約している。すなわち「両組合員(農協の組合員としての生産農民と生協の組合員としての都市

の消費者一引用者)の性質の差もだんだんと近づいて簡家独占資本主義下における勤労者として

向一性なもちつつあるとも考えられる。……そして生産者，消費者としての両組合員の敵対関係も，

その間に介在する流通資本との関係では，利害が相反するよりも，共通性をもっ点が多く，このこ

とが理解されるに従って，流通資本を排除して生産者の総合と消費者の組合が，直接に提携し，協

関組合間協同を行なって行こう，とし、う気運が熟成してきているといってよかろう。そしてこれは
(8) 

留家独占資本主義段階での労農問盟のー形態ともみることができる」と。つまり，ここでは協同組

合間協同の存立の基礎を，生活協同組合と農業協関組合(に代表される各種協同組合)の成員の性

格の接近とその直面する課題の共通性に求めている，とみることができる。現段階の協同組合間協同

がその存立条件のもとに一定の役割を担いつつ，他面で限界をもっていることはいうまでもないがJ叫
の存立条件を，伊東氏がのべるように，それぞれの協同組合の成員の共通性ないし類似性に求める

ことは，現段階の階級・階層構成の認識としても正しいとはし、えず，また，協同組合開協関の現段

階的性絡を明かにするうえでも決して有効な方法とはいえない。

以上，協同組合にかかわる現実的課題の若干の論点についてのべたのであるが，それは，階級・

階麗構成の不正確な認識がそれにもとづく実践的課題への接近じたいを困難にするものであること

の例証ともいえよう。かくして，あらためて生活協同組合の存立基盤を現段階の階級・階層構成と

の関連において正しく把援することが重要であるO

さて，現段措の階級・暗謄構成について，これを生活協同組合の存立基盤としてみた場合，す

くなくとも次の諸点に関してさらに深める必要があろう。(1)日本における階級構成の中で労働

者階級は着実に増大・成長しつつある措級である。それは必然的に支配者階級との間の敵対関係の

激化をもたらしつつある。 (2)問時にこのような労働者階級の増大・成長の過程は，農山、持射におけ

5 
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る農漁民の激しい階層分解の過程を伴っている(農山漁村における「中間層jの減少・没落)0 (3)さら

に労働者階級の内部構成の変化が顕著になりつつあるが，その実態をとらえようとするにあたって，

これまでの主として既存の統計に依存した階級構成分析で、はとらえきれない内容的な変化がある。

単に労働者の所属する産業部門，職種，事業体，従業上の地伎などではとらえ切れない構造的な変

化がみられる。したがってこれに見合う階級・措麗分析も，階級構成分析から階級構造分析へと深

化することが求められる。そのさい，単に労働者の他の階級・階層に対する位震つけだけではなく，

その労働をふくむ全生活過程をふまえた状態の正確な把撞がまず必要である。このような視点から，

労働内容，生活内容に踏みこんだ実態把握が不可欠であり，その根底を貫く分析の枠組みは貧困化
闘

を軸としなければならなし、。 (4)最近とみに活発になっている労働者論(公務員労働者論，教育労働

者論，自治体労働者論，農協労働者論など〉はその理論的・実践的所産であるが，それが単に実践

的課題のーっとしての「機械的労働者論」への反論の意揺をこえて，労働者論としてその内容を一

謄発展させるためには，労働者の状態の分析が，単に個別労働者の状態にとどまらず，そ

の組織的・階級的状態にまで視点を拡げなければならない。そのさい貧国化と労働の社会化との

統ーした視点、が求められよう。より具体的には，労働者の存立条件として，単に直接的に労働にか

かわる属性(産業部門，職種，事業体，労働内容，労働条件など)や生活水準だけでなく，労働者

の居住する地域，さらに労働者が所属し活動する諸組織・団体・機関・クソレープなどの性格と構造

を視野に入れる必要が生じてくる。 (5)以上のべたように労働者の階級構造分析は，単に倍々の労働

者の状態や位置づけに関する分析にとどまらず，労働者相互の労働や生活における社会的関係を含

むことになる。その意味で，賠級構造分析のいっそうの豊富化が求められており，分析内容も多岐

にわたらざるをえないのである。そのような中にあっても，分析を進めるうえでの基本視角となり，

しかも従来の措級構成分析ではきわめて不十分であった視角として次の2点をあげることができる。そ

のひとつは労働者の労鶴内容を基底とする状態分析であり，いまひとつには労働者の生活過程の分
日1)

析である。そしてこれらふたつの課題に共通する鹿命的枠組みとして賞罰化論がとくに重きをなす

のであるが，これまでの貧閤化論はその大部分が貧国化の諸絡についての鋭角的な指摘にはなりえ

ても，労働者時級の状態を総合的・体系的に把握するという点では不十分であったといえる。とく

に労働者の労働における韓国化と生活〈消費)過程における貧困化についての統一的な分析視角が

新たに求められている，といえよう。次の節ではこの点を中心に試論的に述べてみたいと思う o

2. 労働者の貧閤化と生活問題

いうまでもなく，労働者の建国化は，資本家階級の側における資本，富の蓄積の対極において

進行する労働者階級の状態の悪化を意味している。その内実や基本的性格をめぐってはさまざまな論

説が出され議論のつきないところであるが，さきにも述べたように，生産(労働)と生活(、消費)

にわたる統一的な貧器化の把盤はきわめて不十分であって，そのような詞側面にわたる食困化の分

析視角を明かにすることは貧困化論における重要な課題である。このような観点から，小論では，

貧密化の基本的枠組みを次のように設定したいと思うO すなわちそれは， i可能的な一般的生活諸

条件の水準(=生産力水準)と現実の生活諸条件の水準の格差=貧由化〈ヱヱ資本の蓄積条件)，と
(12) 

くに格差拡大=絶対的貧困化Jとして規定することができる(付閣参照)0 その意味するところは

こうである。まず第 lに，貧困化に関して分析するさいの枠組みについて，生産力の社会的水準を

労働者の生活(社会的労働に従事するという意味での生活およびそれをのぞく狭義の生活)に関す

る基礎的条件として位置づける。したがって生産力水準は，直接的に労働内容・条件を規定すると



生田渇題の現段階とを島i可組合

同時に，それをのぞく狭義の生活を条件づけるものとして認識する。これまでの分析の中で貴闘化

の諸柑のうち，たとえば労働者の労働に関しては，労働強化，職業病，労働災筈，労働時題の延長，

など労働条件の悪化が指摘され，他方では労働者の生活(消費)過程における貧困化の実態につい

てそれぞれ明かにされてきたわけであるが，両者の関連や双方にわたる統一的分析視角はかならず

しも明かにされていなかった。ここで示した視点は，このことをとくに留意して設定されたもので

あるO 貧翻牝を上記のように規定することにより，たとえば，生活の物質的諸条件の「改善J=貧由

化の解消，とみる誤った笠間化論を克服する手がかりをえることができよう。また，たとえば公害・環

境問題に端的に示されているように，労働者・勤労住民の生活諸条件の悪化を防ぎそのよりよい諸条件

をつくり出すために，社会的生産力の民主的統制の可能性を明かにするうえでも，ここに示した分

析視角は有効であると考える。

第2Vこ，貧開化の内突を明かにするさいに，単に労樹J者の状態の変化〈歴史的)の時系列的な上撤ば

かりではなく，社会的生産力の発擦を基礎とする労働者・勤労住民の社会的欲望水準との関溜こおいて

把握しようとするものである。もちろん，これまでも，貧困化について考えるさいlと社会的欲望水準

を何らかの意味において加味する見方がまったくなかったわけで、はなし、。ここではさらに社会的欲

望水準を社会的生産力水準の裏うちのあるものとして把握することにより，それは単なる欲望では

なく実現可能な(したがって科学的襲うちのある)生活水準として設定され，それと現実の生活水

準との格差を賓密化の内実として措定するのであるO 貧沼化についてのこのような把握は，より実

践的には，単に生活問題をますます悪化する生活状態の ρ失地密復 H として認識するにとどまらず，

その課題を基礎としつつより積極的に労働者(および間民の生活向上，労働内容を労働者の{測に立

って質的に改善することも含めて)なめざす，いわば ρ守りから攻めグへの実践運動の発展をめざ

すことに結びっく。さらにし丸、かえるならば，労働者にとっての黄濁化=可能的な一般的生活諸条件の

水準生産力水準〉と現実の生活諸条件の水準との拡差拡大は，とりもなおさず資本蓄積の諸条

件となるわけであるから，このことをふまえて価値視点に立つならば，それは社会的総価値(たと

えば具体的には国民総生産〉をめぐる分配関係(剰余儲髄率ないしそれに類する分配率)に直接かか

わることとなる。

第3に，貧国化を社会的にとらえる場合，それは個々の労働者の生活状態の単なる総和として

黄国化が平均的に進行するわけではなし、。それは，それぞれの階層によって多様な形態・内実を示

し，多くの場合，特定の階}乱地域に集中的に体現する。また，逆に，特定の地域や嫡層に集中的

に顕在化する貧困化は.それ自体労働者階級に共通した貧困化としての性格を内包している。この

ことをさらにさきにのベた貧国化についての理論的枠組みとの関連で考えるならば，労働者の現実

の生活諸条件を規定している要因として，生産諸部門間の生産力の不均等発展，地域産業における

生産力の不均等発展などが貧困化の条件として現実にかかわりをもつことになる。このことはさら

に現実の生活諸条件を規定する要因として，生産の社会化を基底として進行する生活の社会化が重要

な意義を有することを浮きぼりにする。その基本的な考え方についてはすでに別の機会にのべたの
闘

で詳しくはのべないが，この点、に関連してここでとくに重要視しf射ればならないのは，社会的共同
日品

生活手段についてである。それは，生活諸条件の中でもとくに社会的・共同的に充足されるものが

主な内容をどなす。具体的には誼接に生活にかかわる学校教育・社会教育施設，社会福祉施設，病院，

保健所，し尿処3里施設，ゴミ処理施設，公関，放送施設などと，さらに生産的消費と生活個人的消費〉の

双方に関連するものとしての電気・ガス・上下水道，道路，港湾，空港，治山・治水施設，電信・

寵話・郵便，交通手段などがこれに該当する。これらの社会的共同生活手段の充足は，基本的には社

7 
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会資本によって行われることになる。社会資本の性格や機能については議論の多いところで、あるが?

その資本としての投下形態の如何を関わず(公共的投資であるか私的民間投資であるかを間わず). 

その充用，機能をめぐって，基本的にはやはり資本の論理が貫いているとみることができる。すな

わち，たとえ公共的投資の場合であっても，それが資本効率や収益性を加味しておこなわれる場合

には，いきおい資本投下は効率のよい部門や地域に集中することとなり，それにともなって社会資

本による社会的共同生活手段の充足農合についても不均等を生ずる。がんらい社会的共間生活手段

は，開種類のものが個別的に充足される場合に比べて，公正・平等に充足されることがひとつの

社会的なメリットを形成し，そのことによって生活諸条件の平等化がたとえ部分的にではあれ実現

する可能性を有するのであるが，それが現実に不均等に充足される場合同工，このことが逆に新たな貧

困化の条件をつくり出すことになるO とくに社会的共同生活手段の地域的不平等をめぐって「地域

的食器」ともいえる住民諸階層の貧困化が新たに進行することになるO

第4vこ，地域住民の貧困イヒの地域的発現は，ひとり社会的共同生活手段の充足の度合の不平等にと

どまるものではなく，地域的な共同生活の全般にわたって進行する。¥，、し、かえれば，それまで地域

共同社会を存続・発展させてきた生産・生活の諸条件がそれじたい独占資本の蓄積条件に転化する

中で，そのような独占資本の資本蓄積の対極において，住民の地域共間生活の破壊が進行する。

地域住民の質問化はこのような内実で進行することになるのである。このことにかかわる論点、は重
ー11引

森暁氏が的確に指摘しているが，その内容は，一方で震森氏が言及しているように. 1"過疎J問題

が貧国化の地域的表現の総体を示すものとして顕在化し，その過程で f地域の生産と生活を資本蓄
同

積との関連で，金融資本とその盟家による地域支配」 が強化され，さらに農民的土地所有，農
(1由

民経営の「解体J的状況が促進され，生活の基本単位である f家族と地域共向社会の解体」

も進行するのであるが，貧困化の地域的発現はそれにとどまるものではなし、。農村地域や産炭地な

ど一部の都市地域で典型的に惹起する過疎開題とともに，都市地域を中心とする独占資本による新

たな地域支配にも着目しなければならなし、。企業主導によるコミュニティ形成，開発資本や鴎社資

本，さらに観光資本などによるニュータウン造成などは，いずれも独占資本による地域再編成であ

り，住民の生活過程にまで深く立入った資本の新しい地域支配を意味している，といえる。そして，

このような独占資本による地域支配の強化のもとで，地域住民の生活は，食生活をはじめとする生

活内容，生活様式，教育・文化など広範な領域にわたって資本の利潤追求によるゆがみを生じてい

る。その意味では農村地域における過疎問題とともに都市地域における多様な都市問題についても

都市住民の賞悶牝の内実として注目しなければならなし、

このように，ずですこマルクス，エンゲルスによって古くから指摘されてきた都市と農村の分化・

対立は，現段階においては，国家独占資本主義の構造的矛臆の地域的発現である地域開題の中で，

その新たな内突をともなって深イとしている。そして，その根底においては，生産力の不均等発展の

地域的発現形態としての地域経済の不均等発展，さらにそれを拡大・深化させる独占資本の地域支

配の強化と利潤追求が貫いている，とみなければならなし、。その意味で労働者・勤労住民の生活過

程の分析にあたって，その生活諸条件としての社会的生産力，とりわけ地域産業の発展構造につい

て考察することが必要である。

3. 地域護業の発展構造

社会的生産力の発展構造を労働者・勤労住民の生活諸条件として認識する，という基本的な考

え方は，すでに前項において貧困化の枠組みについての新しい考え方を提示するさいに言及した。
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グ地域産業グというとらえ方もこのような理論的枠組みとの関連で浮きぼりになるものである。す

なわち，地域産業を地域住民の生活諸条件として把握するためには，両者の構造的・内的関連を明

かにすることが不可欠であるが，この点については，すでに別の機会に，生産力と労働者の生活過
担日

程(ないし生活構造)との関連の問題として試論的に提起したことがあるO そこでは，生産力の概

念をより広く理解するためにふたつの論点を提示した。そのひとつは，生産を一生産期間にかぎら

ずより長期の連続性において把握する，という視点であり，いまひとつには生産をひとつの生産部

門を基軸にすえつつそれに関連する他の諸生産部門との内的関連において把握する，という視点で

ある。そのいずれの視点の場合にも，商品生産過程とともに労働力の再生産過程が深くかかわり，

それゆえ労働力の再生産過程の内部構造についてのよりたちいった分析が欠かせないことを明かにし

~抑

，~。

さらに論点を発展的にとらえるならば，物禁的生産の生産力構造を労働者・勤労住民

の生活諸条件としてみた場合，その性格をより広い視野に立って解明することが新しい課題と

なる。それは，もっぱら資本にとっての剰余価値生産，したがって利潤生産の過程として佼置づけ

られている生産，つまり資本制商品生産の性格の中に一義的に解消されるものではなし、。もちろん，

資本鰯社会のもとでは現実の生産は支配的には資本制生産としてしかありえないわけであるから，そ

の資本主義的性格が支配的に貫くこと出、うまでもなしが，それにもかかわらず，かかる物紫自性産が窮

極的に(したがって単に消費財生産のみならず生産財生産においても)労働者の生活過裂と深くか

かわり，労働者の生活諸条件のための物質的生産としての性絡を欠落することはありえない。しか

し，このような視点からの生産力構造分析はこれまでほとんどなされていなかった，といってよ

い状況であったO 小論で地域産業にて丸、て，その生産力構造の分析祝点を示すのも，このような反省

のうえに立っているからである。

ところで，上記のような観点的地域産業?伊力構造を分析するにあたって，その若子の分

析視角については，すでに別の論稿で、のべたか，ここではそれらの内容をふまえて，さらに地域

産業の基本的性格について要約的にのべておきたし、と思う。

第lに地域産業は，多部門U司フfこる物質ÉI~主主産を基礎とする社会的生産の発展過程に関する歴史

的・具体的認識にかか才ヲる概念であるn ¥， 、うまでもなく，社会的生産が自給的生配当ら酎姓樹こ発倹する

過程で，~産もまた社会的分業として発展しその中で生産力も飛躍的な発展をとげる。そしてその

さい個々の生産部門は，商品交換(=商品流通〉を通して社会的な結合を実現するのであるが，こ

れを労働者の生活過程の側からみた場合，現実の社会的生産力の形成・発展は，社会的分業を基礎

とし溺品交換によって支配的に条件づけられているが，決してこのことのみによって律せられてい

るわけではなく，人間生活を含む自然循環の過程と深し、かかわりを持って存獲していることは明か

である。したがって，それじたい自然循環の中に位霊堂づく物質的生産は，これを個々の生産部門ごと

の生産カ構造を基礎としつつ，さらにそれらを労働者の生活過程を媒介として総合的に認識することが

必要であり，そのような視点、から地域産業の生産力構造をとらえることができるのである。

第2に， したがって，地域産業は，一般に指摘されているように，資本蓄積の物質的条件であ

るが，それにとどまるものではなく，人間の生活(生命の再生産)の物質的条件であり，もっとも人

時的活動としての労働の実現の場としての性格を合わせ持っている。

第3に，そのような性格をもっ地域産業は，個々の生産部門，生産過程の内部における生産手

段と労働力の結合による個別的な生産力の形成・発践とともに，個別的生産過程を基礎としつつも

さらにその枠せどこえて存在する生産手段と労働力の地域的な結合関係を含みつつ地域的生産力とし

9 
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て形成・発展する。この過程で，生産手段については，土地，資源(原料その他).生産の自然的

条件などに関する地域的な科用，調整が求められ，また，労働力に関しても，缶統的な技能の蓄積

をはじめとする技能の地域的・集団的な形成・発展が重姿な意義を有し，それらが個々の生産部門

をこえて地域的に結合する中で，地域産業の生産力構造が重層的な間別的生産カと地域的・集団的

生産力との併存)に構築されるO

第4に，さらに，その歴史的・具体的な展開過程をみるならば，それは農林漁業を基幹的生

産部門とする社会的(地域的〉分業を基礎とする社会的生産力の発展過程としてとらえることがで

きる。いうまでもなく，社会的分業の発展は，自給的生産から商品生産への発展と相互規定的な関係に

おいて進行するが，それは，歴史的には農林漁業を基幹としつつ農工分離の過程として展開する。

つまり農林漁業自体の生産力が社会的分業を基礎に発展すると同時に，農林水産物加工業が農工分

離の中で、新たな生産部門として形成・発展する。このような過程で製造工業，さらに商業・金融業

などが格対的にその位置を高めるのであるが，その中において農林水産業の基幹産業としての位置

は決して低下するものではなし、。産業構造の変化のもとにあっても，地域産業の発展の基軸は依然と

して農林漁業であるO この点、に関連していえば，従来の「地場産業Jというとらえ方は地場資本の

形成ということに力点が置かれていたため農林漁業が視野に入っていなかったが?このことは「地

場産業j自体の分析視角をせばめる結果になっていたといえよう。

第5に，このような地域産業の発展の中では，地場生産，地場流通，地場消費を基礎とする地

域市場が発展し，さらにそれらを基盤として全国市場との結合が行われるo ¥，丸、かえれば，地場流

通は，地場生産と地場消費を基礎として独自な発展をとげるのであるが，地域市場がそれ自体とし

て自己完結的に発展するわけではなく，より広域にわたる市場関係をとおして全器市場さらには国

際市場に結びつく O いわゆる広域大型流通もこのような市場領域の拡大・発展にその存立の基礎が

求められるのであるが，このような市場関係の拡大・発展は決して地場生産を基礎とする地域市場

の存立意義を低めるものではないくし、わゆる「産直jの経済的基礎のひとつもこの点に求められる込

第6に，このような地域産業の発展過患で，その不均等発展を基軸とする生産力構造の矛盾が

顕在イとする。それは，独占資本の地域への進出・支配や地域政策にもとづく地域産業の破壊(たと

えば炭鉱閉山，減反，貿易自由化による農業破壊など).企業生産活動にともなう生活環境破壊，

過疎・過密化の賄額，地域社会の崩綾，など広範かつ多岐にわたるO さらに長期的には，人類史的

な課題にも通じる公害・環境問題，資源・エネルギー問題なと、が直接地域住民の生活にかかわって

顕在化しつつあるのである。このようなことは，その根源が資本主義的企業活動にあるという点で

は，根本的解決は資本主義体制の変革なしには実現しないことになるが，事態が人間生活の基本条

件にかかわる問題を含むだけに，さらに独占資本がその解決の意志と能力を欠落しつつある

現段階においては，それは地域住民による自主的解決の努力をも必要とする課題である。このことを

住民が主体となった社会的生産力の民主的統制とし内、かえることもできょう。

地域産業に関するこのような性格燦定からも明かなように，それは資本蓄積の手段としての産

業の再嬬成に対抗して，住民の生活の充実・発展の立場に立ち，いわば住民の生活の基本条件とし

ての生産力の発幾を，地域を基礎としてしかも商品生産過程と住民の生活過程(労働力の手写生産過

程)との統括過程として，その発展の方向を模察することを意味する。

4. 国家独占資本主義と経済民主主義

経済民主主義は決して新しい概念ではないが，国家独占資本主義のもとにおけるその現代的な
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意義についての議論が盛んになってきたのほ七較的最近のことであり，その内容については，それf3{;t

深めるべき課題として提起されている，とみることができる。いいかえるならば経済民主主義論の現

代的意義は，国家独占資本主義のもとにおける経済構造・繊度の民主的改革にかかわる理論的・実

践的課題提示にあるのであって，提起された当初からその内実が明確にされていたわけではなし、。

それだけにこのことをめぐる議論もげんに多様で‘多岐にわたっている。小論においてもこの項

にかかげた主題について全面的に論述するというのではなく，生協問題を解明するうえで必要な最

小限の範囲の言及にとどめたいと忠弘

さて，このような抵点に立ってみた場合，まず，経済民主主義を現実に課題とせざるをえない

基本的要因として，現代資本主義(=国家独占資本主義)の危機の構造について，その特徴点を把

握しておくことが必要であろう。

戦後資本主義体制の中で、累積された政治的・経済的諸矛蹟は， 1970年代に入って一挙に噴出

し，資本主義世界体制の構造的危機が一段と深化しつつあるとみることができる。とくに70年代に

入ってからの国擦通貨危識，インフレと不況・失業の同時的・累霊的進行や新植民地支配の矛盾の

顕在化などの中で，資本主義世界体制jの基盤が根底からゆらいでいる。そしてこのような構造的危

機の中で，経済問題とともに公害・環境問題，資源・エネルギー問題，食糧問題などに端的に示され

ているように，それらの深刻Hヒが80年代，さら同主21世紀に向けて，人類社会の存亡にかかわる課題

としてその克服・解決が迫られているのである。

このような状況のもとで，日本の国家独占資本主義の政策は，その危機打開のための有効な対策た

りえず，また基本的にはそのような政策提示の能力な失いつつあるとみることができる。そのよう

な危機のもとにおかれている支艶者層の政策は，いわば追いつめられた状況の中で展望をもたず手

段をえらばない姿勢で強行されてL倍。このような政策は大別してふたつの特徴に要約される。そ

のひとつの側面は，独占資本の強蓄積を実現するために労働者宅どはじめとする勤労住民に向けて搾

取・収奪をいっそう強化していることにあらわれている。労働者・勤労住民に対する「合理化j攻

撃は，低賃金，失業，不安定就業，長時間労働，職業病，労働災害の多発，健康破壊など経路・労

働条件をいっそう悪化させ，さらに資本の進出・支配が生活過程にまで及ふ沖で，高物儲・重税のも

とで生活破壊が顕著になりつつある。そして，これと裏腹に，独占資本の資本蓄積はし、っそう拡大

し，その資本支配力も強化されており，この中で大企業による寄生的投資や海外進出がさらに顕著

になってきてL喝。日本の国家独占資本主義の政策α、まひとつの特徴は，政策の基調が軍国主義化・

2事事経済化の方向に急速に修制し，ファシズム吻危険すらはらみつつある，ということである。それは

アメリカ帝国主義を中軸とする帝国主義陣営の軍事戦略にもとづいているが，そのこと自体，資本

主義経済の危機打開を箪事経済化に求めるとL、う現代資本主義経済の燐造的特質をも示している。

国家独占資本主義の政策が以上のべたような特徴を持ちつつ推進されているとみるならば，こ

れに対抗する民主的政策の基本的な課題は，そのような寧借主義化を阻止し，労{動者階級，勤労諸

階層に対する搾取・ i奴奪を可能なかぎり制限すると同時に，さらに前述したような長期にわたる人

類社会の発展に関する課題に対して，そのような課題にかかわる統治能力を事実上失いつつある

独占資本にかわって，積極的に打開の緩望をきりひらいていくことでなければならなし、。経済民主主

義はまさにこのような課題を真正面にすえた理論的・実践的課題である，ということができる。

経済民主主義は，生産手段の私的領有の廃絶=その社会的所有の確立，ということを展望しつ

つも，それをただちに実現することを目ざすものではなく，当面，独占資本のあくなき利潤追求に

対して民主的規昔話を加え，労働者階級ならびに勤労諸階層の生活の民主的改良を部分的ながら実現

11 
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し蓄積することにあるといえる。したがって経済民主主義はそれ自体民主主義運動を内実とし

ているので，その主体となる労働者・勤労住民の増大・成長をその実現のための基本条件とするも

のである。

まず，経済民主主義は，労働者を中心とする勤労者諸階層の生活と営業を守り向上させること

を第一義的に重視する。そして，そのために経済の均衝のとれた発展を実現することが不可欠の条

件となるO この場合，経済の均衡のとれた発展ということの内突をどのようにとらえるかが重要な

課題となる。大枠としては，それは独点資本の独占利潤追求に対する民主的規制，ということと深く

結び司、ているが，その生産力的基礎はさ ~vCO)ベた会閤化についての粋総みとかかわってしる。すなわ

ち資本の蓄積条件をなすところの労働者の貧困化工可能的なー殻的生活諸条件の水準と現実の生活

諸条件の水準の格差拡大，ということと関連づけるならば，まさにこの格差を可能なかぎり縮小す

ることこそが，それだけ資本蓄積条件を制限(たとえ部分的であろうとも)することになるからで

あるO

いうまでもなく，今Bの技術水準=機械昔話大工業段階のもとで，生産力は絶え間なく発展しつ

づけるのであるが，資本主義のもとではそれはすべて資本の生産力として実現する。この過程で，

労働者に対するさまざまな影響があらわれると同時に，労働力の陶冶，労働者の全面的な人開発達，

人格形成がさまたげられる。資本主義下の生産力の発展のゆがみを労働者階級の側からとらえなお

すならば，それはまず何よりも労働者自身の発達を妨げる条件としてたちあらわれるのである。生

産力にかかわるいまひとつの階級的な課題は，社会的生産力の発展の過程の中にあらわれる。つま

り生産力の形成・発展が個別資本の生産過程の枠をこえて進み，それにともなって労働もまた社会

的結合労働としての性格をいっそう強める。このように生産力が社会的生産力として発展する過程

で，その社会的統制が必須の課題となる。そのような生産力の社会的統制jにかかわる課題は，基本

的には生産力の不均等発展(それは資本主義に国有な経済法則〉をし、かに是正するか，ということ

に帰着する。この場合，生産力の不均等発展の是正を労働者・勤労住民の倶1から，しかもより広い
帥

視野に立って考えるならば，大要次の3点に集約されよう。第1に生産活動を自然循環体系の中に

位置づけ，その自然循環体系の中における均衡をはかる，ということである。資源・エネルギー問

題などはまさにこのことにかかわる兵体的な課題であ弘第2に，生産諸部門間の不均等発展の是正

の問題である。このことは従来一般にいわれてきたことであるから多くをのベる必婆はないが，第

1の視点ならびにのちにのベる第3の説点との関連において生皮諸部門間の不均等発践を考えるなら

ば，その内実は単に生産力水準の相対的な格差の是正にとどまらず，それぞれの生産部門内および

生産部門相互聞の構造にも立ちいることになる。前項でのベた地域産業の構造に関する考え方は，

このことに立脚している。第3に，労働者・勤労住民の生活諸条件としての生産力の発展の課題で

あるが，このことは，第し第2の視点をふまえた，さらに賞陣イヒに関するわれわれの現論的枠組

みとかかる総括的な分析視角である。

生産力の社会的統制は，上記の課題に具体的に対処することを意味するのであるが，そのさいそ

の主体的条件についてみた場合，独自資本を主軸とする支配者層には，すでにのべたようにこのよ

うな課題にとりくむ主体的な能力，条件を失いつつあり，その真の担い手は歴史的にみて社会の進

歩を担う立場にある労働者・勤労住民をおいて他に求めることができない。生産カ構造を階級的問

題としてとらえるゆえんもこの点にある。労働者階級がこのような人類史的な課題に取り組もうと

する場合，あらためて労働者の総合的・多面的な発達ないし人格形成が関われることになるが，そ

れはすでにのベたように資本主義のもとでは著るしく査曲されざるをえなし、。しかし，他方，労働
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の社会イとは，共同労働，社会的結合労働の広範な形成を基礎にして，労働者に対して組織的・集団

的に梅冶する契機と条件を広範に作り出す。そのようなやで，労働者が生産力の社会的統領lの担い

手としての役割を果すことが現実的な課題となるO それは社会の進歩を担う労働者階級にふさわし

い歴史的任務のひとつであり，統治主体としての労働者階級の役割を鮮明にするものである。労働

者が自分の職場における労働条件の改良に努力すると同時に，それをより広い境野に立って地域の

中で地域問題として位置づけ，さらに広く一国の再生産構造，国民の生活に結びつけて認識するこ

とが求められる。公害・環境問題，資源・エネルギー問題，食糧問題について，その現実的な矛盾

を明かにし，克臓の道すじを長期的な規野に立って解明することは，労働者階級に謀せられた人類

史的課題であり，それらの課題を克服する展望をきりひらく統治能力が労働者階級に求められてい

るとL、うことができょう。

ここに経済民主主義の内突を検討する現実的基礎があるといえる。すなわち，さきに経済民主

主義の重要な課題のーっとして指摘したこと，つまり均衡のとれた経済の発展ということは，単に

短期的な経済の均衡化ではなく，長期の展望にたった人間社会の発展にかかわる課題として設定さ

れている，とみることができる。し、し、かえるならば，こんにち間われている経済民主主義がさし示

す内容は，労働者騎級を中軸とする勤労者諸階層が，資本主義の危機の深化のもとで進行する貧国

化(その認識はみずからの労働，生活の状態を単に個別的生活過程としてだけでなく社会的関連に

おいてーとくに社会的生産力との関連も含めて一把握する中で直観的・経験的把揮にとどまら

ず，自覚的，科学的認識であることが求められる)の克服を，労働の社会化を基礎にして，独占資

本に対抗する実践的課題を提示することにほかならなし、。したがって，それは当面，資本主義のも

とにおける民主主義的な諸制度の改良であるが，同時に，それはそのような改良的実践の積み重ね

の中で窺極的には資本主義の変革に結びつく実践的課題である。さらに，経済民主主義の発展は，

その主たる担い手である労働者階級の個人としてのまた階級。器層)としての民主的人格形成と深くか

かわっている

漆

(1) マノレグス，エンゲノレ九の協同組合に関する主な論述としては，次のものをあげることができる。

マノレタス「閣僚労働者協会創立宣言J t全集，大月蓄広絞， Z宮崎巻，所収)

マノレタス「個々の問題についての暫定中央評議会への指示J (全集，大月蓄広版，第16巻，所収)

?ノレタス「ゴータ鮒頁踏む 佳集，大月護活版，第19巻，所収)

?ノレタス f土地の間有化についてJ (全集，大月議応版，第18巻，所収〉

?ノレタス「バターニンの著黍r国家統制と無政府』摘要j佳集，大月実応版，第18巻，所収).なお『資本論』
第3宅きで協同組合工場について述べられている部分は，短い論述であるが重要な論点を含んでいるO マル

クス『資本論J第3巻'.(全祭，大月~)苫}坂，第 25巻) 561ベージ

また岡 エンゲ、ノレスも社会主議への過渡期における農民と協同組合の役割についてふれてしる。エンケ、ノレス

「フランスおよびドイツにおける農民問題J(全集，大月惑応版，第22巻，所収)

(2) レーニンの協同組合に関する論述は多い抗その主なものは次のとおりであるO まず〉協同組合について

のナロ ドニキ批判にかかわる主なものとしては.r r人民の友jとはなにか，そして彼らはどのように
社会民主主義者とたたかっているか?H全集，第l巻，所収入「ナロードニキ主義からマノレタス主義へJ
(全集，大月寄宿版，第8巻，所収). r革命的冒険主義J(全集，大月議!吉版，第6巻，所収)また，国
際労働運動における協同組合改良主義との論争については次にくわしい。 rコベンハーゲンの間際社会主
義大会における協同組合問題」佳集，大月議応版，第16巻，所収)

13 
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また， レーニンの協同総合論の特徴は，社会主義建設との関連における協同組合計磁について理論的・笑

践的にのべていることである。 r協同組合についてJ (全集，大月害賠版，第33巻，所収). r食糧税に
ついてJ (全集，大月寄宿版，第32巻，所収)などにその議論の展開の集約をみることができょう。

(3) この論点については，次の論績を参照されたい。山由定市「協同組合と商業資本J C北海道大学設学部

『農経論叢j.第25集， 1969年，所収)0 

(4) 伊東勇夫f現代日本協同組合論j.御茶の水議反. 1960年. 132ページ
(5) 向上， 133ベージ。

(6) 地誠協同組合論をめぐる議論については，日本協間総合学会『協向組合研究Jが『農協の地域組合化』と
題して特集を組んでいるが，論点整理に関する論文としては，とくに次の論稿が参考となろう。増田佳昭

rrr地域協同組合論』の系議と課題J (臼本協同組合学会『協伺総合研究11.第1巻，第2号，所収)0 
(7)山邸定市 f協!湾総合間協向の現代的性格」 性活協同組合宿民生協編集『生活協同組合論j. 1982年，

所収)を参照されたし、。

(8) 伊東勇夫編著f協間総合間協河論j(1982年，御茶の水害房)， 73ベージ。
(9) 前掲，山E8r協同組合間協j湾の現代的性格」を参照されたし、。
同労働者を中心とする階級機成論については，労働者論ともかかわって議論の多いところである抗論点整

壊としては次の著作が参考となろう。戸木田嘉久箸『現代資本主義と労働者階級j( 1982年，岩波書}苫)，

富沢賢治・伊藤湯ー「労働者階級の形成とその内部構成の変化J (大月害応『講座今日の臼本資本主義7，

日本資本主義と労働者階級j，所収)。清tlJ卓郎「労働市場の変貌と階級・階層構成J C道又健治郎・諸山
卒郎編著『戦後日本の労働関題j(1980年， ミネノレヴァ議房所収)。

さらに，生活問題の解明について新しい分析視角を提示している江口英一氏らは，労働者をや心にその生

活の豊かさとして，次の諸点、を指摘している。げ)消資財貨の義復さ.(1ロ)自由な消費盤尺の可能也竹生活

における長期継続jニの安定， (.ニ)まさかのときに頼れるものがある生活， このうちとくに付斗が今日の勤

労国民一賃金労働者の消費生活にとって決強机重要きであるとする。江口氏らは，このような分析上の

l!1e.様織を提示したのち，現実の労働者の消費生活について，それが独占資本への従属下のもとで高支出・

高消費の家計構造になっていることを窃かにしている。江口氏らによれば，まさにこのことが労働者の貧

困化の議委な内突を怠味することになるのである。江口氏らの指摘は労働者の消費生活の実態にもとづ

いて，その食図イヒの内容を明かにするうえで援要な問題提起をど行なっているとL、える。さらに，生活の社

会化(江口氏らによれは生活の役会化にかかわる「社会的UID定費Jはそれじたい消費選択の可能性を

圧迫するものとして貧困化と結びつけて理解されている)や，貧困化の過程で労働者の主体形成がし、かに

進むか，などの観点、からさらに発展させることが必要であろう。江口英一・川上昌子・市原総子「今日の

独占資本と家計Jcr講座今Bの日本資本主義9. 日本資本主義と国民生活J，第21:乞大Y:I護活，
1982年，所収)。

日1)労働内容につし、ての議論は，各職種にかかわる労働者論として謡命が進められてし、る抗その多くは労働

者の性絡をめぐる潔論白犠討が主となっていて，実証的な分析による裏づけはまだ十分に行われていな

い。この点では道又氏らが行なっている分析抗 E霊祭湾綴 f合理化jのもとにおける労働再編，技能形成

労働カ陶冶に及ぶ分析として先駆的であり，その分析が各分野で継承・発展されつつある。道又健治部編

『現代日本の鉄鍋労働問題Jl (1978年，お修道大学図書刊行会〉を参照されたい。

また，生活過程にかかわる分析としてはこれまで社会学における生活構造総家政学における家計養分

析などがあり，また，それらを批判・克服する新たな分析も出ている抗生活問題の本格的な解明はむし

ろ今後の課題といえよう。生活問題をめぐる主な論点については大見書J;sr講座今日の日本資本主義J
9. 日本資本主義と悶民生活J，1982年;前偽道又健治郎・持雪山王手郎編著『戦後臼本の労働笥題』の
とくに第8ゑ第9主主を参照されたい。また布施鉄治編著「地域産業変動と階級・階層Jは，生活過程に
ついての生産・労働過程を含む総合的分析として注目される。
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そのくわしい内容については山田定市『地域農業と農民教育JC 1980年， 日本経済評論加を参照さ
れたし、。なお，この貧困化に関する理論的枠組みは基本的には高橋秀麗氏の論説にもとづいている。く

わしくは高橋秀直「労働者階級の貧困化の社会的ヰ歴史樹巴渥J C土地制度史学会編集『土地制度史学J，
第82号. 1979年， 農林統計協会，所収)を参照されたし、。

世2

構造

j 噛 Jベれまでの貧
間化論における「絶対的
貧困化Jの否定の仁事実j

の貧題化付関

生
活
諸
条
件
の
水
準

燈史的時間T2 T1 
注・高橋秀霞氏の作成した図に加筆

くわしくは，山間定市『地域農業と農民教育J(1980年， 日本経済評論社).参照。
生活の社会化ならびにこれと関連する社会的共同生活手段に関説した論稿主数多Lが，当面次の諸論文が参

考となろう。岩田正美 f消費過程の『社会化Jと家計支出構造JIfC大1反市立大学生活科学部紀要~.撤5巻，

1977年， 所i奴) ; JII島美保「家事労働の社会化一若干の覚え審き-J cr日本女子大学紀要J.第24巻，
1977年， 所収成瀬龍夫「偲人的消費と労働力再生産の社会的性格J (京都大学『経済論集J.110巻
5主主 1972 ip，所収).荒又愛媛『賃労働論の展開JC 1978年， 御茶の水警房〉。
社会資本をめぐる論点整理については，次の論稿を参照されたい。

小国務『公共投資の役割と地域開発に関する研究Jc~ヒ見大学論集，第 4 琴，

山田定市『地域農業と農民教育J0980王手， 日本経済諏命社)
山田定市「地域産業の生産カ構造と住民諸階層J C北海道大学教青学潔l社会教育研究室『社会教育研究J，
通巻第4号. 1982年，所収)

側たとえば『講座今日の日本資本主義9“ 日本資本主義と国民生活JC大月議応， 1982年)
(17)議森暁著 f 地域と労働の経済援論~ 0981年，青木書広).とくにその第lゑ第4主主を参照、されたい。

側重森，前援護. 10ベージ。

向 27ベージO

山田定市「地域産業の生産力構造と住民諸階層J

議J.第23号.1982年，所収) を参照されたい。
帥 山田定市「地域産業の生産力機造と住民諸階層一地域社会教育計磁の基礎構造に関する分析視角-J

海道大学教予言学部社会教育研究室『社会教育研究J，通巻第4号， 1982年， 所収〉を参照されたい。
ちなみ民地場産業に関する概念規定の一例として，たとえば，板倉勝潟氏はその著作F地場産業の発達j

(1981年， 大明堂)の中で，地場産業について f零綴企業の地域集箇による広域言語品の生産流通体系J

と定義することは，今日ではそれほど異議のないところであるとし，中央資本とは無縁の存在で，むしろ

1980年)

は3)

江品

在日

仕掛

〈北海道大学教育学部『産業教育計画研究施設研究報告

(北

(20) 

悌
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市中銀行が金主ピ貸してくれない零細産業集団であることに力点、を緩いてのべている。そのような企業集簡

の存在を安定する必婆はないが，このような定議による地場産業は，産業部門としては農林漁業弘また

生産様式としては小潟品生産ないし小営業を含めることができなし、。われわれのいう地域産業は本文中で

のベたように，これらを含めてより広く把握しようとするものである。

帥 このことのくわしい論述については山田定市『地域農業と農民教育Jc1 980年， 日本経済評論社)を
参照されたし、。

例経済民主主義をはじめとする氏支主義的実践と人間の発達との関連については，基礎経済科学研究所編

『人間発達の経済学J0982年， 青木議!日が多くの示唆的な論点を提示してし、るO

国 現代生活協間組合の基本問題

1. 現代生活協同組合の発展条件

生活問題の深化と生活協同組合の役舗一

前主主までにおいて，生活協同組合の存立条件にかかわる基本問題とその分析視角についてのベ

た。本意はそれらとの関連で生活協同組合の構造と性格について考察することが主娘であるが，と

りわけこの節では次節以降のより具体的な分析に先だってその理論的枠組みについてのべてみた

L 、。

生活協同組合(労働者協間組合)が労働者の貧困化を基礎とする労働者みずからの生活擁護の

主として経済的な実践活動として発E差してきたことは，その生成期いらい現代にひきつがれる基本

的性絡であるが，その発展条件は次のような意味においてさらに現段階的な特徴をもっているとみ

ることができる。

第 lに，生活協同組合の存立・発展にかかわる全体的な問題状況との関連でみるならば，現代

資本主義の構造的矛盾の激化は，労働者階級を中軸とする勤労者諸階層の建国化を一段とおし進め

る。そして，その克服に向けて経済民主主義の発展をめざすより広範な由民的運動が生活擁護運動

として発燥させる条件が熱しつつあるとみることができる。このような中にあって，生活協同組合

は，このような経済民主主義の実現をめざす運動の一環として，しかもその拡範な発践の可能性を

含んだ大衆運動として位重量づけられる。生活協同組合がその独自の性格にもとづいて経済民主主義

の発展を担いうる条件を内包しており(この点に関しては他の協関組合にも共通しているが)，さ

らに生括協間組合の主たる成員である労働者の主体的な実践の中で，そのような生活協関組合の組

織的な特徴が有効に発揮されることとなるからである。

第2に，上にのべたように生活協同組合が経済民主主義の一翼を担う組織として位農づけられ

るということは，生活協同組合が他の民主的諸組織の諸活動から離れて独自な運動として展開する

ことを意味するものではなし、。むしろ，地域や職場における民主主義運動を担う組織としての労働

組合，農民組合，その他の住民運動組織を基盤とする広範な地域民主主義運動こそが生協運動の発

展を根患において支えているのである。この点をとくにここで指摘するのは，のちにも関連する論点

とかかわってのべるように，近年，たとえば協同組合間協間についてのやや過大評価ともいえる位

置づけや， i地域協同組合コミュニティJのように，もつばら協関組合の倶肋ミらの発想にもとづく

コミュニティ論が数見されるからである。 L、し、かえれば，生活協同組合とその運動を，従来の大半

の論説のように，もつばら協同組合民主主義の枠内において立論するか，それともひろく経済民主

主義を基盤とする地域民主主義の中に協向組合民主主義の独自な投割を位置づけるか，によっては

論旨がし、ちじるしく異ってくるのである。前者の場合には，協同組合論としての狭い立論の枠を
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こえることはできなし、のであって，その意味で後者の読点、が現代生活協同組合論にとっては欠かせ

ないと思うのである。

第3に，現段階における生協の存立条件をこのように積極的にとらえるならば，その活動内容

も，従前にも増して拡大し内容豊富なものとなる可能性を含んでトし、る。これまで生活協同組合の活

動の中穏をなしてきた成員の生活用務品の共同購買活動に加えて，げんに実施されつつあるように，

住宅供給，毘療，保険，福祉，文化，教育など多岐にわたる事業・組織活動がその活動領域に含ま

れることになる。それは，成員の貧間化(生活諸条件の絶対的悪化とともに，さきに貧閤化

の理論的枠組みについてのべたように，生産力の社会的水準=可能的な生活諸条件と現実の生活

諸条件との格差拡大ということも含む〉の深まりのもとにおける生活課題，さらにそれにもとづく

生活要求の拡大，多様化ということにその基礎を置いている。

第4に，上記の課題をさらに具体化するうえで必要な理論的枠組みとして生活の社会化と生活

協同組合との関連についても，概括的にのべておく必要ががろう。生活協同組合の諸活動，諸

機能がし、わゆる生活の社会化と深くかかわっていることはいうまでもなし、。その生活の社会化につ

いては近年少からぬ論説が出され，生活協同組合との関連についても検討されるようtとなってきてい

るのであるが，このことにつしずての論述の骨子は大要次の2点にまとめることができるように思う。その

ひとつは，分析の視点が主として労働者の個別的生活が社会化される過程にしぼられ，とくにその

中で社会的共同生活手段を基軸とする社会化が重視されてきたことであり，ふたつには，そのよう

な生活の社会化をめぐる独占資本と労働者階級の対抗調係の激化に論点が据えられた，とみること

ができる。これらの論点は，いうまでもなく生活の社会化につして考察するさいの基本的な視点とい

えるものであるが，すくなくともさらに次の論点が加えられなければならなし、。そのひとつは，生

活の社会化は，それ自体，生産の社会イヒ，労働の社会化から切り離されて進行しうるものではなし

むしろ，生産の社会化，労働の社会化が資本の生産過程の中で進行するさいに，それによる労働者・勤

労住民の生活過程の変化を意味するのであって，その意味では，生括の社会イヒもこれを社会的生産力と

の関連におし、て把援しなければならなし、。さきに貧困化に叫、て考察しずこれ、に生産力の社会的水準

を生活諸条件くそこでは可能的な一般的生活水準としてであるが)として把援したのもこの点を重

視したからにほかならなし、。さらに，いまひとつ重視しなければならないのは，生産力の社会的水

準を生活諸条件としてとらえるということは，資本の生産過程を生活過程の{則から再認識するとい

うことであって.そのような方向で社会的に編成された生産力の内実は r資本の生産力」として
の生産力形成と相容れない内容を持ってL、る。その意味で地域産業というとらえ方は，地域認識に

かかわる枠級みの中で不可欠の概念であり，生活の社会化も，生活過程に局限された過程とし

てではなく，生産力との関連において構造的にとらえられなければならないのである。このよ

うな論理構成の中で生活協同組合を位置づけた場合，生活協同組合は，生活の社会化の康史的・具

体的形態であり，それを基礎とする労働者・勤労住民の社会的実践運動である，とみることができ

る。生活協同組合をこのように位麓づけたうえで，生活の社会化との関連を解明するにあたって，

主要な課題は次の2つであるといえよう。そのひとつは生活の社会化の重要な側面である消費手段

〈ないし生活手段)の共同化についての分析であり，いまひとつには，やはり生活の社会化の他の

重要な側面をなす家事労働の社会化を基軸とする協同組合労働の基本的性格に関する分析である。

そのいずれもが現代生活協同組合論の基本課題を解明するうえで欠かせないものといえよう。
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2. 現代生活協間組合の経営問題

(I) 生活協同組合経営の存立条件

教育学部紀婆第42号

生活協同組合の経営問題(それはひとり生活協同組合にかぎらず農業協同組合をはじめとする

他の種類の協同組合にも共通していえることであるが〉は，これまでの生活協同組合論の中では決

定的に立ち遅れていた領域である。むろん，このことは主として次節で考察する生活協同組合労働

の役割をぬきにしては考えられないのであるが，それに先だって，この節で生活協同組合の経営問

題をとり上げるのは，それが，従来の生協論の中で君主要な位置を占めていた論説，すなわち生活協

同組合の本資を商業資本の節約に求める論説と直接にかかわる課題であり，その意味で従来の生協

論の主要な内容との脈絡において解明すべを課題であるからにほかならない。

すでにのべたように，従来の生協論の多くは，主として協同組合f問題の枠内において議論され

てきたにもかかわらず，その内部構造問題ともいうべき経営問題についてほとんど未着手であった。

この点に関してい幻ま，最近発表された森泉氏の論文「商業資抑〉企業経営と生活協同組合の事業経営」

は，生活協同組合の経営問題について，その内部構造とさらに商業資本を基軸とする流通機構の中にお

る生活協関組合の位置とに関する統一的な視野に立った論述としてきわめて示唆的であるJ2)この

論文の中で森氏が，生協事業活車fそのものが生協論の中心におかれなければならないにもかかわらず，

多くの論者が「生協の資本的性格を否定するあまり.生協の商業自切活動の実態や意義への論究の面
(3) 

で，従来のニ元的生協論より後退している印象さえ受ける」と指摘している点は基本的に間意でき

る。また，さかのぼってこ元的生協論Uそれはひとり生活協同組合にとどまらず農業協同組合などの他の協

同組合についてもあてはまるのである的についてみても，古くは近藤康男，井上稿丸氏らの先原酌業績に

さかのぼるまでもなく，その観角が協同組合をめぐる階級的対抗関係を鮮明にしたという点では継

承すべき論点を会み，そのような論説がi:!:tJこ出世二時点においてそれぞれ積極的な意義を持ちつつも，

経営・資本体の側面と組J織・運動体の側面について，それぞれの内的構造とその相互関騒が檎造的に十分

に明かにできなかった，といえよう。この点に関しては，美土路達雄氏が，主として生産者協同組合

について協業の概念を基誌に据えつつ，協同組合を運動体，組織体，経器'体，資本体の部つの側面

の重層的・推転構造として解明したことは，それまでの二元論的協同組合論を大きく克服・前進させるも
(5) 

のとして注目される。しかし，これまでの論説の中では，協同組合の経営の内部構造にまで立入っ

た分析にはなり切っておらず，そのような不十分さが，ひいては，それぞれの成員の階級的性格に

よって異る各種協関組合を協間組合論としづ共通・同ーの次元で律することに結びついていたとい

える。また，二元的対置論が実践の場においてもそれぞれの側頭の一面的偏向を誘導しがちであっ

たことも否定できなし、。

このような反省に立つならば，生活協同組合の経営問題は，一方では，その成員である労捕者・

勤労住民の階級的性格と階層構成に関する十分な検討をふまえつつ，さらに他方では，生活協同組

合の存立条件としての資本の流通過程における商業費本の機能と構造に注目し，その両側面から生

活1湯舟組合の経営構造を明かにし，その活動の量的・質的発展の条件を探求することを課題として

いる，といえよう。このような視点から，すでに農業協同組合については，主として農産物市場に

おける商業資本(農産物取扱資本〉の機能と構造の歴史的変化に照応させて，農民経営の流通共向
(6) 

化の形態としての農業協間総合の機能と構造を明かにしたことがあるO その中で，それまで主とし

て商業資本一般との対比・関連で考察されてきた「商業資本節約説」について検討したうえで，と

くに商業資本の機能と構造についての歴史的変化に着目して，その構造的変化のもとにおける農業

協同組合の位置・役割について考察したのであるが，その分析視角は生活協同組合にも共通してい
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る点が少なくなし、。しかし，小生産者協関総合としての農業協同組合と労働者協同組合としての生

活協同組合とではその成員の経済的性格が基本的に異る(もっとも生活の共同化という点、で共通し

ていることについてはのちにのべるが)のであって，その意味で生活協同総合については独自の解

明が必要である。

いわゆる「商業資本節約説Jを中心とする生活協同組合(というよりは協同組合に共通する性

格として)の資本的性格についての考察は，一面では，生活協関組合を商業資本一般と対置させて

基本的には商業資本であると規定しながら，他方では，それが商業資本並みの王子均利潤に見合った

利潤を追求しないという点において硲業資本一般とは異り，そのような属性によって社会的に商業

利潤の節約をなしうる，と規定する。これは，生活協同組合を一面で商業資本と規定しながら他商

でそれを否定するとL、う論理的不整合を含むことになる。それは協同組合が商業資本であるか否か，

しかも平均利潤法則にもとづく近代的書道業資本であるか杏かに拘泥しすぎた立論になっていたとい

えよう。深められるべき論点は生活協同組合が商業資本であるか否剖こあるのではなく，商業資本と¢競争

条件を歴史的に明かにする下十:rctti舌協同組合の存立・発展条件を具体的に解明することにあるといわな
けれt立Eらな¥''0生活協同組合の経営にかかわる重要な分析課題の一つは，まさにこの点に存在する

からである。

さて，われわれがここで生活協間組合の経営問題としてその根幹にか合わる課題を生活手段のま性

化と協問組合労働の基本的性格，という2-::の問題にUぎることにするが，それは資本の範式における

生産手段(Pm)と労働力 (A)との対寵・結合関係を基礎に置くからにほかならなし、。生活協同

組合を資本として見るというよりは，むしろ資本の範式における生産手段 (Pm)と労働力 (A)と

の結合関係が，生産様式(流通・交換関係を含む広義)の康史的・具体的構造を明かにするうえでそ

の骨格を形成するものであるからである(この枠組みの中で労働と労働力の区別・関連が重要であ

ることはのちに述べるとおりである)。

そこで，このような視点に立って，まず生活協同組合において形成される「資本J .資産の基

本的な構成と性格についてたしカ込めておく必要がある。いうまでもなく「資本J ト負儀)勘定は

生活協同組合の価値構成を示し，資産勘定はその素材的(箆用{函館)構成を示している。このうち，

「資本J (・負債)勘定に関していえば，それは成員の拠出による出資金を根幹とし，内部(成員

に配分しなかった)蓄積資金と借入金がこれに付加される。そのいずれもが利純白求をg的とする

ものではなし、から利潤法則が不可欠の競争条件となることはないが，一般利子率が協同組合で運用

される資金(出資金，内部資金，借入金)にも貫きそのことが資本市場における競争条件となるこ

とは避けられなし、。この点が競争条件の第lである。協同組合の運営原則にみられる出資高配当の制

限(し、し、かえれば制限された枠内において配当する必要があること)の原則は，その現実的な運用形

態であるO

競争条件の第2に指摘しなければならないのは，生活協間組合の「資本J.資産の調達・運用に

おける成員の姓格との関連についてであとb とくに資本の調達のさいには，生活協同組合においては

資本主義的企業に比べていくつかの制限的条件が作用する。ひとつには，資本主義的企業の場合に

は投資者の範盟が無制限であるのに対し，生活協同組合の場合には，出資者の範閣は成員にかぎら

れる。また，金融事業を行なう場合にも，資本主義的企業においては対象者にとくに制限はないが，

生活協同組合にあっては融資・資金吸収の対象者は基本的には成員に限られるく員外科用も一定の

制限がともなう)0 さらにふたつには，出資者，資金提供者の範囲が部限されることに加えて個々

の出資者の出資額の上援に銅U~助り条件が作用するO それは生活協商組合の成員が労働者・勤労住民
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であることにもとづいている。資本主義的企業，とりわけ株式会社における投資者は，その資本所

有の状態からみても，また投資行為自体が利潤分甑(株式配当)を通して増殖・拡大することから

みても，投資額の上限は基本的には存在しなし、。これに対し労働者・勤労住民の場合にはその所得

は主として賃金によっており，その水準は基本的にはV水準を上回ることができない。したがって，

その出資金の上限はV水準で、あるO もちろん，現実には成員の間には所得格差が存在し，また生活

協同組合の目的に照らして資本家の加入を排除するものではないが，それは錦人的消費(さらに奪
(7) 

多消費手段を除いた部分)に眼られるので無制限の拡大はありえなし、。このように，株式会社に代

される資本主義的企業と生活協同組合との資本調達をめぐる基本的な相違点は，投資者自体が無

制限な{価値増殖を目的とするかし、なかにかかっている，ということができる。このような視点に立

ってみた場合，生活協関組合の成員は，その大部分が労働者・勤労住民であることにもとづいて，

経済的には対等平等の立場を実現しうる条件を備えているといえよう。協関組合においてほぼ共通

に通用されている原則のーっとしての 1人1禁制についても，このような視点からその経済的基礎

を見出すことができるO

一般に，協同組合における 1人 l票制については，しばしば株式会社における株式所有高に比

例した投票権との対比において，人格的な結合にもとづく協同組合民主主義の原則であることが強

調されてきた。そのこと自体は肯定できるとしても，経済活動を行なう生活協関組合が，そのよう

な民主的運営原則を経済活動と矛盾なく持続させるためには，そのような民主主義原理を支える経

済的基礎があるからである。この点、に関しては，かつてわれわれは，農業協関組合について考察し
(8) 

たことがある。農業協同組合の場合には小生産者としての農民をその成員としており，その中では

絶えず階層分解が進行するのであるが，農民である凝りにおいては，その生産は，家族労働力を基

幹労働力とする点においても，したがって「資本」蓄積がし、ちじるしく昔話約を受けているという点

においても，その拡大に制約条件が伴うG つまり成員の階層格差はそれ念資本の規模で律しうるほ

ど大きくはなし、。農業協同組合における 1人 1票制jは単なる投票擦の表現ではなく，このような経

済的な裏うちを伴ってし、るので、あって，逆に階層格差がより大きくなれば. 1人l裏側を基軸とす

る農業協同組合の運営は矛績をはらむことになる。生活協同組合の場合には，農業協関組合の湯合

とはその成員の階級的性格宏異にするけれども人l票制を基軸とする運営においては共通した

経済的基礎を有しているとみることができるO

さらに人l禁制の意義は，単に意志決定機関(総会，総代会，役員選挙など)における投

票権の行使に局限されるものではなく，成員がいつでも協同組合の運営を対等の立場で担うことが

できるという，より広い民主主義的運営の原則を示しているとみることができる。その意味では，

これまで，とかく経営と組織とが二元的に把握されてきた点とかかわって考えるならば，この 1人

1禁制を基軸とする民主主義的運営の原則が，経営活動と組織活動を統一的に進める(その意味で

はすぐれて経済民主主義の課題)ための要(かなめ)となる可能性を含んでいることをとくに重視

しなければならない。そして，その意味するところをより深く理解するためには，次にのベる競争

条件の第3の特徴と関連づけて考察することが必要である。

生活協同組合にみられる競争条件の第3の特徴は，生活協同組合の内部(したがって成員から

して)において資金蓄積することに制限条件が作用する，ということである。それは，具体的には科

用高配当の原則をその現実的な基礎としているO 利用高艶当の原則は，協間組合の事業運営が成員

への利益還元を優先する立場に立った運営原別である杭このことは，事業体の内部に資金蓄積するこ

ととは異った内容を示すものであり，内部蓄積のために準拠すべき基準は示されていない。資本主
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義的企業の場合には，それぞれの生産部門(潟業部門の場合も含めて)ごとに必要とされる拡大再

生産のための資本蓄積は確保させることになるが，このことは生活協同組合(他の協間組合も含め

て)の場合には，何らの保障もないことになる。むろん，生活協同組合の事業総量を基本的に条件

づけているのは，成員数と成員1人あたり購買・利用量(そ士U主基本的には賃金水準と社会的消費水準に

よって律せられている)であって，その意味で無制限の拡大はありえず，したがって一般企業なみ

の拡大再生産のための資本蓄積を必ずしも要しない，ということもできょう。しかし，反面そのよ

うなあり方自体が競争条件として司努1に作用する〈資金不足など〉ことは十分にありうることであ弘

21 

以上のように，生活協同組合の経営をめぐる競争条件のいくつかについてみるならば，それは

資本主義的企業における王子均利潤の法則のような明確に準拠すべき経営原則があるわけではないこ

とが明白であるが，反面，それに代る運営の保証が民主主義的運営原則であるということができょう。

つまり，利用高配当における配当率，出資高配当の利率をはじめとする生活協向組合の経営にかか

わるすべての開題が，他律的にではなく，成員の総意にもとづく民主主義的運営の原則にのっとっ

て決定されなければならない構造になっているのであるO さらにし、し、かえれば商業資本に伍してい

くための競争条件自体が他律的にではなく，成員の民主主義的運営によって保障される仕組みにな

ているといえる。これは，生活協同組合がその成員である労{勤者・勤労住民の生活過程と分かち

がたく結びついており，その一部分が共同化された形態であることと関連してい弘(9)この点では，平

均利潤法則にもとづく近代的商業資本が産業資本からもさらに商品購買者からも完全に自立した存

在であることとは対照的である。

生活協同組合の経営の存立条件を以上のように整序するならば，その内部構造にかかわる問題

として連合組織についてもその特徴を切削こしておく必婆があろう。われわれは，以前に協同組合に

おける連合組織について，農業協同組合を中心に，その基本的性格を，単位農協の補完組織である
白骨

と規定した。このことは，生活協同組合の場合にも基本的に変らなし、。もちろん補完機関としての

具体的な機能は，生活協同組合と農業協同組合とではその成員の経済的性格を異にするので決して

詞じではないが，基本的には共通し官、る点カゆL、。単位生活協同組合との関連における連合組織の

特徴は，あくまでも基本組織である単位生協の補完機関としての役割にあるが，その補完的役割の

具体的な内容は，生活協同組合の主な活動の場である資本の流通過程における高業資本の機能と構

造の歴史的変化に照応している。すなわち，それは主として，荷業資本が小売商業資本と卸売商業

資本とに分化する中で生活協同組合が主としてその卸売鴎業資本に対応した機能をみずからの内部

で実現しようとしたさいに，従来の単位生協を基礎として，これを補完する連合組織を必要とするよ

うになるO その意味では資本の流通過程における商業資本の段階的分化に照応しているが，それは

同時に，生活協同組合の存立条件ないし競争条件としての市場領域が地域市場からさらにそれを基

礎とする全国市場に拡大し，全体として重層的な地域・全国市場を形成する中で，広域市場に対応

する機関として連合組織の存在が生活協同組合内部で必然、のものとなるのである。いし、かえるならば，住

民の生活圏に基礎を置き，地域住民の直接的参加こよって存立してし、る単位生活協同組合は，それ自

体の広域化や規模拡大にほおのずから限界が存在するのであって，その弱点を補いつつより積極的な市

場対応を行なうため連合組織が欠かせない存在となるのであるo

このようにして成立する生協連合組織は，それ自体，単位生協を欠いては存在しえないわけで

あるが，単位生協とは臭った運営方式をある程度とらざるをえなし、。この点は，単位生協が労働者・

勤労住民の直接の加入・参加によって成り立っているのに対し，単位生協を媒介とする間接参加であ

る，ということに端的に示される。それは単に労働者・勤労住民の直接的な運営参加が鴎接的運営
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参加に変るとし、うだけの変化にとどまらなh連合組織の成員である単位生協にて丸、ては，基本的には単

位生協の成員である労働者・勤労往民と向じように成員間に無様限の経済的格差の拡大をもたらす

わけではないが，その制限条件は単佼生協における場合と異ってかなり緩和される。つまり単位生

協捕の経済的格差は無制眼に大きくならなし、としてもその拡大化の傾向を強く規制することは困難であ

って，単位生協内部における格差に比べて一層助長されることを防ぎ切ることはできなし、。このことは，

たとえば 1人1票制jの連合総織版としての l単位生協 1票制をめぐる運用上の困難さをひき起すこ

とになりかねないと問時に，連合組織の成員である単位生協関，単位生協と連合組織との間などに

運営上の対立をよび起すことにもなる。そのような可能性を蕗呈することなく民主的な運営を円滑

になしうるか否例主，主として単位生協の成員の生協運営にかかわる統治力量の如何にかかっている

といえるO それと同時に，ひとつには連合組織の運営に対する単位生協の成員の意志表現が間接的

形態をとらざるをえないということによって，さらに，ふたつには，事業拡大に対する昔話約条件が

単位生協ほどには強く作用しないこと，また概して卸売商業資本との競争条件が単位生協の小売商

業資本との競争条件に比べてより厳しし、こと，などによって，事業運営に資本主義的食業にみられる諸

傾向。、わゆる「経営主義」的傾向)が単位生協におけるよりは一層強く顕在化し勝ちとなる。そ

れゆえに改めて連合組織の民主的運営が，単位生協における場合とは異った問題として提起されざ

るをえないのである。

このように生活協向組合(単位生協，連合組織の別を関わず〉の経営問題をその民主的運営の

実現ということに求めるならば，単に生括協同組合の成員の統治力量ばかりではなく，生協労働者

の性格と力量が関われるのであるが，このことについての考察の前提として，生活協同組合において

労働力と結合する生産手段 (Pm) (流通手段も含めて広義に理解する λ より具体的には生活協

同組合に集積されている f資本J.資産の経済的性格について検討を加えておかなければならなし、。

(2) 生活協同組合の財務構成とその性格

生活協同組合に集積されている「資本J.資産は少なくともそれぞれの性格の奥る 2つの部分

からなっている。そのひとつは，その成員である労働者・勤労使民の生海過程と関連して，生活

の社会化にともなって進行する社会的共同生活手段の集積である。その内実は，単に成員の消費にかぎ

らず，広く生活，文化，教育などにもかかわるという点においては「共同消費手段jというよりは，共

同生活手段という表現の方がやはり適切であろう。いまひとつは，生活協同総合が主として資本の

流通過程にあって，商品の流通にかかわって蒔業資本的な機能を果すさいに必要な「資本」・資産

についてである。まず「資本Jについていえば，商品仕入れのための前貸資本(商品の生産価格に

相当する)と流通費から構成される。 また，資産の構成としては，庖舗，事務所，流通諸施設

など商業傍買〉労働にかかわる労働手段，在庫高品，などからなっているP両者とも生活協関
組合の成員の共同所有の資産である点では共通している。より正確には協関組合所有の資産であるQ

これらを次節でのベる協同組合労働との関連て整序す村主，商業労働に見合う労働手段，共用家事労

働に見合う労働手段，さらに共詞生活手段(文化，福祉，教育などにかかわる)，に大別されよう。

これらのうちで商業労働に見合う労働手段やその他の流通費用に関しては，商業資本の形態に

準ずるものとしてその経済的性格が明瞭であり，その運用が生活協関組合の成員によって民主的に

行われるという特徴を有するのであるが，家事労働に見合う労働手段や共同生活手段については，

その経済的性格が複雑で、ある。それが複雑化する要因としては，大別して次のふたつが考えら

れる。ひとつには，これら生活の社会イとにかかわる共同生活手段に関しては，いわゆる社会資本と

しての性格をもつものが少からず含まれているo文化，福祉，教育，医療などに関係する諸施設の
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多くはそのような性格をもっとみることができょう。いま一つの要因としては，事態をさらに複雑

にする条件として，これら社会資本的領域に資本主義的企業(とくに大手小売業)が進出してきて

いることであるくたとえばデパート主催の教養・文化教室，スーパーマーケ γ トの図書コーナー，

各種ー教養・文イ七教室開設など)。さらには近年，いわば「生活関連食業jともいうべき企業が単独

にあるいは独占資本の多角経営の一環として拡大しつつあることも軽視できなし、。

このことは，生活の社会化を基底とする資本主義的企業の活動領域の拡大を示すものであり，

そのことが生活協同組合の活動にも少からぬ影響をもたらしていることを意味している。すでに，

生活の社会化にかかわるこれまでの議論の中でも，社会的共同消費手段について論じられ，それが

基本的には社会資本によって充足されるべきことが指摘されてきむそのさい，社会資本は公的費用

(政府，自治体など)によって裏うちされるのが本来のあり方であり，そこでは投入資本の直接的

な倍収は問題とならなし、。その意味では生活協同組合の運営原則とも異るものである(協同組合の

場合，成員の合意によって，回収を目的としない費用投入は特定の議業についてはありえても，経営全

体としての赤字累積の構造は許されなしう。したがって本来，社会資本が充用されるべき事業につ

いて，これを生活協同組合の事業として実施することは，それ自体矛盾をはらむことになりかねな

い(たとえば教育，福祉，文化事業などについて，本来，政府・自治体がなすべきことを生活協同

組合が「肩代りjしているのではないか，とし、う見方も根拠のないことではなし、)。他方，ほぼ悶

種類の事業が大手小売金業をはじめとする民間企業によって，市場拡大を窮極の目的として行われ

るとL、う事態は，生活協同組合にとって新しい競争条件であると同時に，それらの事業の内容があ

らためて関われることになるのである。

このように生活協同組合に集積されている共同資産は，社会資本としての公的性格，民間企業

ベースによる資本主義的性格が併存する中で，その独自の協同組合的運用が求められているわけで

あって，それ自体，生活協同組合の内部構造問題=経営問題であると同時に，生活協同組合の社会

的な位置・役割にかかわる基本問題であるといえよう O そして，このことは，生活協同組合の事業・

活動領域が拡大すればするほど顕在化することが予測される。このような課題を単にあるべき方向

を追求する当為論に終らせないためには，実態をふまえた掘り下げた分析が必要である。そしてこ

のことは生活協同組合労働の構造と性格を明かにする作業を不可欠とするであろう。それは，生活

協同組合の運営について，これをその成員の主体的条件を基礎に解明することを意味してL喝。

3. 生活協間組合労働の性格

すでに指摘したように，これまでの生活協同組合論の中では，協同組合や協同組合労鴎者に関し

ては十分な考察がなされていなかったといえる。もちろん，生活協同組合における労働組合運動の
問

中で生協労働者の役割について実践的に深められていたことはたしかである。また，近年になって，
(13) 

いわゆる専従役職員集団の役割について言及した論稿も発表されているO それらは実践的にも理論

的にも示唆に富んだ論点を含んでいるのであるが，多くの深めるべき課題が残されており，生協労

働論ならびに生協労働者論が生活協同組合論の中でまとまった内容をなし地歩を得ているとはし、い

がたい状況にあるといえよう。むしろ，この点では，農業協関組合の場合に農協労鱒組合が中心と

なって，農協労働者の役割についてその労働内容をふまえて実践的にも理論的にも探求され，農協
百品

労働者論としての体系だった内容を形成しつつあるといえる。そして，それらの中には生活協調組

合における労働者の役割としても共通した内容を少からず含んでいるのであるが，生活協同組合に

おける独自な分析が求められている点には変りがなし、。

23 
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これまでの協同組合における労働および労働者の役割，性格の考察について(したがってそれ

は農業協同組合にもあてはまることとして)みた場合，少なくとも次の諸点が反省されなければな
(151 

らないであろう。第1に，これまでの議論は生協労働論と生協労働者論とが区別なく論じられてき

た。し、し、かえるならば，生活協同組合労働はほぼ全面的に生協労働者によって担われる.という前

提のうえに立論されてきた。生活協向組合労働の担い手として，その成員は基本的に位置づいていな

かったといえる。それは，生活協同組合における労働をその成員の主体的条件(生活にかかわる労

働)から位置づけるのではなしもっぱら生活協同組合の組織・経営上の特徴から性格サアょうとする視

角に由来している。その結果，第 2に，その労動の性格について，一面ではこれを商業労働と規定し，

他額では成員への奉仕を際的とする労働，その意味では「公務労働に準ずる労働J.とし、う性格づ

けがなされてきた。そのいずれもが誤りではないが，一面的であったといえよう。とくに協同組合

労働を公務労働に準ずるとする見方には，これまでの公務労働論自体の弱点をそのまま反映してい

る点が少なくなし、。つまり，生活協間組合の労働についての内容的な考察を十分に行なうことなく.

その雇用形態や所属する機関(ここでは生活協同組合)の性格，さらに労働者の身分などから労鶴

の性格を規定しようとする額向が強かった。したがって，第3に，生協労働者の性格や役割につい

て実践的に正しく提起されている課題についても多分に当為論の域合出ることができず，とくにそ

の理論的根拠が十分に示されていなかったといえる。たとえば品川尚志氏は，生活協同組合の専従

役職員集団の重要性を指摘したのち，その求められる三つの力量として，総合的力議，専門的力量，

民主的管漫力量についてのべている。いずれも重要な課題であるが.その提起は運動論，組織論に
(161 

重点、が置かれ，立論の基礎を解明することは残された課題となっている。

(11 生活にかかわる労働と協間組合労鍋

さて，生活協関組合労働にかかわる以上の反省のうえに，その性格について考察するのが次の

課題である。生活協同組合における労働の基底に据えられなければならないのは，その成員であ

る労働者・勤労住民の生活にかかわる労働がどのような内容で構成されており，それらがどのよう

な条件のもとで共開労働として形成・発展するか，ということである。まず，それは，生産・労働の

社会化を基礎とする生活の社会化に対応して歴史的に変化するものとして把握されなければならな

い。それと同時に，生活協関組合における活動の全体を把握し理解するためには，それがすべて共用

労働に一元的に集約されるものではなく，より広く労働範鴎に含まれない諸活動のあることも留意

しなければならなし、。生活の共開化がすべて生活にかかわる労働(家事労働)の共同化に集約され

るわけではなし、。しかし，それにもかかわらず，生活協商組合における活動の根幹は，生活にかか

わる労働の共同(共同労働)であるということができる。その意味で荒又重雄氏が労働者協同組合

について次のように述べていることは示唆に富んでいる。すなわち荒又氏によれば. r協持組合
(労働者協同組合のこと一引用者一)は，賃金労働者の狭義の生活過程，とりわけG-Wの過

程に立脚した労働者家計の協関で、あり.G-Wの過程にあらわれてくる資本制支配とたたかうかぎ

りで.賃労働者の団結のー形態である。今日，それは宮大な基金となり，毘大な施設をも使用しな

がら活動している。この協同組合を本質的に貫くものは，家庭内労働の一部としての家事労働の協
開

業である」。この引用文を含めて荒又氏の労働者協間組合についての考え方は，それが労働者家計

の協問であり，家庭内労働の一部としての家事労働の協業と規定することに要約されるであろう。

さて，このような荒又氏の指摘も含めて，ここでは生活にかかわる労働，生活の共開化，さら

に荒又氏のし、う家庭内労働，さらにその一部としての家事労働，及び生活にかかわりつつも社会的

分業の一環として自立している商業労働，やはり生活に深し、かかわりをもっ公務労働，などについ
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てそれぞれの意味・内容を明かにすると同時に，それらとの関連において協同組合労働の性格を考

察しなければならない。さて，これらの問題を明かにするうえでその前提となるのは，労働者・勤

労住民の生活の基本単位が家族を基礎に形成されている，ということである。これを従来の経済的

なとらえ方でいえば，労働力の再生産の基本単位が家族である，ということを意味する。いずれ

にしても，家族というそれ自体歴史的に形成されてきた人関関係=社会制度が，労働の個別的・社

会的あり方を規定する出尭点に据えられなければならなし、。家庭内労働や家事労働が家族というひ

とつの ρ しきたりグを基礎として社会化されない労働として位霞づけられ性格づけられていること

はたしかである。そして従来の議論の主流においては，かかる家庭内労働ないし家事労働の閉鎖性，

非社会性(社会的生産から排除されている).したがって人開発達にとっての寄定的側面だけが強

調されてきたといえる。とくに，その労働が現実には婦人によって担われてきたということから，
仕掛

それは婦人問題の根源にかかわることとして開題にされてきt::.o このことは家事労働の基本的性格

を明かにするうえで依然として解明すべき重要な課題であるが，それと同時に，かかる労働が家族制

度をふくむ社会的諸制度によって「家内奴隷制」的な性格を根強く残存させている反面，生命の再

生産にとって不可欠の労働をなし，社会的生産労働を中心とする労働の社会化の進展の中で，家事

労働自体の性格が変化しつつあることに着召しなければならなし、。とくに，最近の議論の中で，家

事労働とともに，たとえば家陸管理労働ということがし、われその担い手に関して家庭管理主体とし
立司〉 アての主体形成が提起されてい弘」のようい家族を現代の社会的関係の中でとらえなおし，家族関儲η

民主化を基底とする家事労働の性格の変化を視座に入れつつあること，さらに，すでにエンゲルス，

マルクスいらい展望されている社会主義的家族をgざす新しい家族の創造が現実的課題になりつつ
留日

あることは重姿である。すなわち，家庭内労働ないしは家事労働がとくに婦人によって担われる場

合に，それに対して否定的に作用する古い家族制度について，そのような古い家族制度を克服する

ためにも，生命の蒋生産，労働力の再生産の基本単位，さらに社会の基本単位としての家族の歴史

的性格をふまえて，さらにこのような家族を基礎とする生活の社会化が歴史的にどのように進んで

いるかについて考察することがとくに重要である。

いかなる時代の家族であっても，それが存在する現実的形態は，ひとつの歴史的な家族制度と

しての特徴を有する。資本主義社会にあっては，資本主義的階級社会の構造によって基本的に律せられた

資本主義的家族制度としての内実安伴う。したがって生命の再生産の基本単位としての家族の性格も，

そのような歴史的に性格づけられた社会関係によって条件づけられ，その相互関係のもとで家族の

具体的な内容が規定されることになるQ その内容について論ずることはそれ自体家族論の課題で

あるが，それはここで設定された課題の範聞と筆者の力量をこえることであるO いずれにしても
e制

家族が夫婦の結合を基礎とする生命の維持・再生産をおこなう生活共間体であるとするならは，

まさにそれが他律的に中断・途絶えしないものとしての独自の論理がその中を貫いており，さ

らにそれを支える条件がともなうことになろう。それは，ー屈において自然存在としての人間およ

び人間社会の本質にかかわり，さらに，家族を基本単位とする人間関係の独自な秩序にかかわって

おり，それらの存在を可能とする諸要因によって条件づけられている。

このことを前提としたうえで，次に家族生活における労働の性格について検討を加えな

ければならない。家族生活の労働について考察するにあたっては，同じ家族を想定してい

ても，ブノレジ坦ア家族.労働者家族，農民家族(およびその他の小営業家族)によってはそれぞれ

その性格と構造を異にする。それらの中で，ここではさしあたり労観者家族の分析が中心となる。

さらに，そのうえで，生活に関しては，個別的家族生活と社会的共舟生活，労働に関しては，社会的労

25 
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働，家鹿内労働，家事労働，家族労働，などの相互関連について整理されなければならない。そのさい，

これらを単に分離，統合，包摂などの関係としてではなく，生産・労働の社会化，さらにそれらを

基礎とする生活の社会化を視野に入れた康史的過程として把握することが重要である。

このような見地に立つならば，まず第1に，生活に関しては社会的共同生活は個別的家族生活

を基本単位として成り立っているといえる。さらにそのうえで社会的共同生活の領域が相対的に増犬する

のであるが，しかし，それは個別的家族生活の縮小を意味するものではなく，むしろそれは家族生活

の充実・発展と両立した中で進行する(その基礎には生産の社会化がある〉。社会的共同生活手段

の拡大はその物質的条件である。第2に，この過程で、個別的な家庭内労働〈労働者家族の場合はこ
倒

れはさしあたり家族労働と等置できる).家事労働に対比して社会的労働の占める位置がますます高

くなる。しかし，その場合であっても，家鹿内労働なし、[家族労働が皆無になることはありえない。むしろ，

一定量は残存し場合によっては増大することがありえよう。それは，的生命の宵主産としての家族

生活を支えるうえでは社会的労働におきかえることのできない独自の内容(質)の労働が必須であ

ること，村ときにはそれは家族生活の充実の中で拡大することもあること(とくに賃労働に大半の

時間をさいて家薩内労働がf硝言されている場合には，賃労働時間の勉縮と裏腹に家庭内労働が拡充

されることもあること).付かかる種類の労働は，その性格上，その能率(I生産性J)を生産的

労働におけるほどに一義的に高めえないこと(たとえば育児労働を無制限に短縮することはできなしう，

などの条件が存するからである。さらに，第3に.このような家庭内労働ないし家族労働を基礎に

して考えた場合，社会的労働はそれとの対比において社会的分業の中に位置づけられるのであるが，

家族労働の協業はこのような社会的労働とは奥った独自の性格を有する。すなわち家族労働の協業

は，ひとつには家族内協業として存在し，これが一般に家族協業といわれている。このことは農民

経営のような小生産においては生産的労働について広く存在している。同じことは家事労働やその

他の生活にかかわる労働(家庭内労働)についてもなりたちうる(たとえば家事の共冊分担)0 ¥， 、

まひとつは，家族の枠をこえた家族労働の協業である。これも共同労働であるという点で社会的な

性格を有しているのであるが，社会的分業にくりこまれた専門労働とは性絡を異にしており，その

基践には家族労働としての性格を残しているのである。

さて，生活協同組合における労働を以上の整理と関連づけてみるならば，それは，一面で，家

族労{動を基礎とする，しかも家族の枠をこえた協業であると舟時に，他商では社会的分業の一環に

くりこまれた専門労働としての性格を有しており，いわばその両者の重農的労働編成になっている，

とみることができる。この点ではさきに紹介した荒又氏の提示した「家事労働の協業Jとしてのと

らえ方では，協同組合労働の社会的労働としての性格を含みえないことになるO このような意味に

おける協関組合労働の一面の性格は，家族の枠をこえているわけであるから家族労働ではあるが家

庭内労働ではない(家庭内労働=家族労働とはいえなくなる)0 そして，このような協関組合労働

についての重層的労鱒編成は，その成員が家族を基本単位として存立するかぎり，強留にその存続

の基礎をもつのであって，社会的分業の一部としての専門労働に一元化することは決してなし、。

協同組合労働の性格についのLぜ一つの制屈は，協同組合の商業的機能との関連において明かに

されなければならなし、。生活協調組合における商業は，その成員の購巽過程.G (貨幣)-w (商
鱒

品)にかかわって成立するO 一般に瀦業は，潟品生産量社会にあって，商品流通が行われるさいに，

生産者〈販売者)と消費者(購買者)のあいだに第3者が介在して彼らの売買交換を件だちするこ

とであり.このような第3者の再販売・購入からなる部分が商業である。このような機能としての荷

業はひろく商品生産社会に存在するが，資本主義のもとでは資本主義的商業の形態をとり商業資本
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がこれを担うoこのような中にあって協同組合は，それ自体.生産者と消費者の聞に介在する純粋

の第3者ではなし、。なぜならば，協同組合の成員による購買は，それが協同組合による場合には共

同購買であって，そのさい，協向組合はこのような共同購買の具体的形態であり，その成員からみ

て第3者ではないからである。しかし，他方で，商業にあっては，商品 (W)の貨幣 (G)への転

化ならびにGのWへの転化が不可欠であり，それマヒ扱う商業労繍がかならず存在するQ この点では

協同組合においてもかわりがなし、。その意味では，協同組合による共同購買を荷業の一形態として

協同組合商業と規定することが適切であろう。したがって，それを担う協同組合労働はそれ自体商

業労働であることは間違いなし、。さて，このような意味における蕗業労働は，いうまでもなくそれ

自体，社会的労働として社会的分業の一部にくりこまれることになる。そして，このような労働を

もっぱら担う労働者が商業労働者として社会的に自立することになるが，協同組合においてはこの

ような意味における商業労働がもっぱら商業労働者によって扱われるわけでないことは，のちに労

働力とのかかわりにおいてのべるとおりであるO
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すでにのべたように生活協同組合における諸活動は，その成員の生活に関連する労働の共同に

とどまるものではなく，ひろく成員の生活にかかわる労働以外の諸活動をも含んでい弘文化，教育，福

祉，などの領域の活動がその例としてあげられよう。この種の活動は，それが成員によって個別に担すオl

る場合であっても，あるいは生活協同組合の活動として共同で担われる場合であっても，それ自体

は労働ということはできないのであって，むしろ生活活動そのものである。その意味では，生活協

間組合におけるこの種の活動は，成員のいわば「手弁当による参加jによってなりたち支えられる

ものである。しかし，それはこの種の共同活動がすべてそのような成員の共同参加によってのみ担

われることな意味するものではなし、。このような活動が発展すれば発展するほど，その活動に必要

な専丹的な施設，組織などが必要となりそれを専門的に担う労働が弓~欠となってくる。このよう

にして，協同組合における社会資本的機能とそれを担う公務労働的性格が加わることになる。そし

て，従誌の成員のf手弁当による参加Jと合わせて，ここにも専門賞労働者を含む併存的構造う形成さ

れることになる。そして，それ』まさらに公務労働とも密接なかかわりをもつことになる。この点に関しては，

荒又重雄氏は，協同総合を労働者の「協同生活手段」であると規定することに古、て，それは「国家の

呂的を公共の福祉とおいたり，資本制企業が社会的責任を第一に考えうるかのようにのべたりする

のと向穫のまちがし、である。奉仕の対象である菌民とか公衆の位置に，この場合は一般組合員がお
ω 

かれることになっているからであるj と指摘している。荒又氏のこのような考え方には，たとえ

ば社会福祉を総資本の社会政策の一環としてとらえ，そのようなものから労働者協同組合を区別し

ようとする意図がうかがえる。それはー揺において国家の役割を正しく指摘しているのであるが，

のちにも論及するように公務労働は国家のみに関することて誌なく，地方自治体も含まれており，さらに

経済民主主義の観点に立つならば，たとえば福祉について閤民を一義的に奉仕の対象ととらえるだ

けでは不十分であろうO したがって，このことと関連して，あらためて協同組合労働の公務労働

的な側面が関われることになるのであるQ

(2) 協関組合労働の担い手

ここで議論すべきことは，すでにのべた協同級合労働がグ誰によって担われるかグということ，

いわば労働との関連における労働力の問題を生活協同組合について考察することである。これまで

の議論は，協同組合労働の内容が十分に深められないままに，それが一義的に協同組合労働者によ

って担われるものとして位置づけられてきたといえる。しかし，そうではなく，協同組合労掛がそ

の成員によって担われることがあるということはすでにのべたことからも明かであろう。つまり，
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協同組合労働の担い手は，協向組合労働者とその成員である。し、し、かえれば協同組合労働が全額的

に協同組合労働者によって担われることは，生活協荷組合の基本的性格にもとづいてみるならばあ

りえないことである。ひいては，それは，生活にかかわる労働の生産労働との対比における独自な

性格にもとづいているともいえよう。

つまり，生産労働の場合には，それがたえず偲別的・自給的労働から社会的労働，商品生産労

働に転化し，社会的分業の中に全面的に包摂されるのであるが，生活にかかわる労輸の場合には，

たとえそれが社会的労働によって代替される過程がたえず進行する中にあっても，自分ないし家族

のための労働が全面的に排除され，社会的労働(およびそれが対象化された生活手段)によって完

全に置きかわるということは起りえなし、o ¥，、し、かえれば生活にかかわる労働のうち社会化されない

部分についてはこれをみずから担うかないし家族が担うことになる。これは，単にそのような非能

率的な労働が残存するとL、う意味においてだけではなく，人間的な生活の営みにとって自分自身や

家族カ、強う労働が不可欠な部分として存在するからである。生活協同総合における協同組合労働の

一部はまさにそのような労働の共同労働として存在し，その主要な担い手は成員自身である。この

うち成員によって担われない他の部分については生協労働者がこれを担うことになる。

他方，協同組合労働のうちR造業労働についてはどうであろうか。その大部分が生協労働者によ

って専門的に担われることはし、うまでもなし、。その意味において生協労働者は溺業労働者の一面の

性格を有することになる。しかし，たとえ商業労働の場合であっても，それが全面的に生協労働者

によって担われ，その意味で完全に社会的分業にくりこまれるわけではない，というのが小論にお

ける理解である。すなわち生活用商品，生活手段商品の流通過躍にあって，生活協同総合の成員がお

こなう共荷構翼 CG-Wの過程)は，共同購買という協向組合商業としての独自の形態をとるがゆ

えに，それは成員のG-Wの過程(ゑ体的には家計)から完全に自立しては存在しえず，したがっ

て，他の一般の商業労働のように社会的分業の中で完全にくりこまれることはないのである。つま

り生活協同組合の商業労働は，商業労働としてそれ自体，一面では高度に専門化しながら，その一

端を生活協同組合の成員自身が担いうる余地を残すことになる。その意味で協同組合商業労働の担

い手は生協労働者と成員である(このような協同組合商業労働の独自な構成と性格は，協同組合間

協同などにおいてはむしろ，流通過程の民主化を進めるうえで積核的な意義を有する臨L
さらに，生活協同組合に含まれる公務労(動的な労働，いし、かえれば公共的・社会サーピス的な

労働についてはどうであろうか。このことについては，一面では，その実現にさいしてもっとも強

弱で安定的な基礎をもっ国家が，ひとつの社会的制産として確立し公正・平等に運用することが求

められよう。そのかぎりでは，住民はこのような社会サーピスの受益者・対象者としての性格を有

するのであるが，それにとどまりえないで、あろう，というのがさきに荒又氏の論点提示にかかわっ

てのベたわれわれの考え方である。それは，この種の事業が個々の住民の生活に直接に深くかかわ

るために，どうしてもきめのこまかし、制度実施上の配慮が不可欠であり，それは国の直轄事業のみ

によっては有効になしえなし、からである。そのような意味において，地方自治体はこの事業の実施

にあたって中心的役割を担うことになる。その場合，地方自治体の一面の性格として，それが住民自

治に基礎をおいていることからみても，住民が単なる事業の対象者にとどまることはありえなし、。

住民が積極的に要求を出し，場合によっては関連ある活動に参加することもありうるのであるO た

とえば社会福祉・サーピ、スにかかわってボランティア活動が広く行われていることは淘知のとおり

である。このような活動は，一睡で住民有志の善意にもとづく活動を政策的に「安上がり行政jの

一環として涛編成し逆用しているということがし、えるが，他面では，みずから〈単に個人的にだけ
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ではなく集団的にも)の生活にかかわる活動として積極的に参加するく基本的には有償労働として〉

意義も決して小さくはなし、。生活協同組合がこのような活動を実施した場合，それは本来，闘や地

方自治体が行なうべき事業について生活協同組合が肩替りしているという一面を否定することはで

きないのであるが，しかし，他闘では，そのような活動が生活の共同活動としてごく自然に位寵づ

くこともたしかであろう。その意味で生活協同組合における生活にかかわる幅広い活動の扱い手と

しては，それを直接に担う専門賃労{重賭とともにその成員も位置づくことになるのである。

(3) 協興組合労働の地域性・集屈性・総合性

このように多岐にわたる生活協同組合の活動について，その労働としての性格，さらにその担

い手の性格についてのベてきたことを基礎にして協同組合労働の基本的性格についてのべることに

する。その基本的視点は，到の機会に提示した労働者・勤労住民の労働主体ωおよび生活主体制と
しての性格と密接に関連しているO このことをここではその基本的な特徴を，この項の表題に示した

ように地域性，集問姓，総合性という三つの側癌に求めるのである抗その意味するところは次のよ

うである。いうまでもなしこれらは相互に関連しているのであるが，その内容はこれまでの考察

をふまえて次のようにいうことができる。

第 lに，協同組合労働は，すぐれて生活にかかわる労働をその内容としている。それゆえに

その労働が社会的分業の中にあって特定の専門的労働に全面的に転化することはありえない。もち

ろん，このことは溺業労働において端的に見られるように，協同組合労働が高度の専門化をとげるこ

とと相容れないものではなし、。むしろ，一方でそのような高い水準の専門化が進むと河時に，その

ような労働を労働過程だけではなくひろく成員の生活過程との結合関係のもとで位置づける視野が

求められる。し、し、かえるならば，生活にかかわるさまざまの種類の労働は，まず家族を基本単位と

する生活過程において倍々の生活主体によって統括される。つまり，そこでは l人ひとりの人格を

媒介として，ないしは生活の基本単位としての家族を媒介として，生活にかかわるさまざまな労働

が統括される。したがって，協同組合における個々の専門労働もこのような生活過程との関連なし

には存住しえなし、。

第 2に，さきに，協同組合労働の主婆な側面としてこれを偲々の家賠内・家事労働の共同労働

と性格づけた。そのさい，生活の基本単位としての家族がその枠をこえて共同しようとした場合，

それは地域をぬきにしてはなりたちえなL、o ¥， 、L、かえれば家族の枠をこえた生活の共同は地域を基

礎にして展開するのであって，その意味では地域的共同である。したがって，その中における共同労

働も地域的共同労働としての性格を有するcuましば地域生協と対置される職域生協の場合にもこの点
は基本的に変らな凡それは地域的組織としての生活協同組合がさらに職域によって限定されていなに

すぎなし、)。生活協同組合は本来的に地域的生活共同組織であって，したがってその中における協同

組合労働も地域的性格を有することになる。さらに，その活動の場も生活協向組合労働の直接の労

働過程とともに地域産業を基礎とする地域社会の諸活動にも及ぶのである。

第3に，協同組合労{動の総合性は，一般に資本側協業のもとにおける指揮・監督労働がそれ自

体として有している総合性に等寵されるものではなし、。資本制生渡のもとにおける指揮・監督労働

は，労働過程を統括するとしづ意味において総合性を有しているといえるが，それが同じ労働過程

の中における他の有用労働から遊離し資本家が占有して聞定化しているという点、ではやはり資本主

義的分業の特殊なー形態である。これに対し，協興組合労働にあっては，かかる指揮・監督労働も

含めてすべての労働が，すべての協間組合労働者(さらには成員も含めて)によって平等にしかも民

主的に分担され，しかもその分担が間定的ではなく可動的でありうるという点において，さらに
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その統括の範盟が単に労働過程にとどまらず地域住民の生活過程にまで及ぶという意味Uとおいて，よ

り広いより深い総合性を形成しているとみることができるO

第4に，以上のことをふまえて，協同組合労働の集団的性格についてふれるならば，それは家族

を基本単位とする生活共同組織であるということに求められる。つまり労働者(および勤労住民〉

家族を基礎にして，さらにそび珍毛問のうえになりたつ労働であるということが重要な意義を有する。

ここであえてこれを集団的労働として意義づけるのは，それが資本の生産過程(労働過程〉におけ

る労働組織にみられる協業・分業口資本主義的協業・分業と対比してみ7鵡合に，共同労働としての

一面の共通性をもちつつも，あくまでもそれが家族生活を基礎とする部分的な共同労働であるとい

う点において異った性格を有するからである。このような視角は，さきに農業において，農民経営

を基本単位としそれを基礎とする農業生産力の発展を地域的・集団的生産力として意義づけたこと
帥

と基本的には共通している。したがって，ここにおける労働は，個々の成員の家族生活からまった

く自立しては存在しえないと同時に，労{動力の構成としても，成員による部分的共同労働と生協労

働者の専門労働とによる重層的編成をとることになる。成員相互，および成員と生協労働者との共

関活動のひとつの基礎もこのような協同組合労働の集間的性格に求めることができょう。

以上，協関組合労働についてのベてきた地域性・総合性・集関投は，さらにこれをつきつめて

いえば，生活協調組合というひとつの(有力な)地域生活共同組織を基礎とする共同活動を通して

労働者・勤労住民が総合的な人格形成をとげることと深く関連してしものであるが，それはひとり協間組

合に限られた課題ではなかろう。むしろすべての労働者・勤労往民に共通した課題であって，協同組
鱒

合を他と区別する独自の課題ではなし、。協同組合がそれ自体の性格にもとづいて先駆的に実践しう

る可能性と条件を有しているにすぎなし、o ¥， 九、かえるならば，これまでのベてきた協同組合労働の

性格は，それは決して協同組合労働に固有な性格ではなく，むしろ他の労働との対比でいえば，そ

れを実現するための条件の相対的なちヵ:しにもとづく特徴をさし示してしるにすぎな¥''0それゆえ生活協

同組合を地域に根ざした経済毘主主義の前進をめざす諸活動の仁村こ，理論的にも実践的にも位霞づけ

ることができるのである。この点を明確にするためにも，公務労働論をめぐるいくつかの論点につい

て裕足的にふれておかなければならなし、。

4. 祷論一公務労働論!こ関する若干の論点一

前節の議論を受けてこの節でこの問題を補論としてとりあげるのは，協同組合労働をめ

ぐる議論の中で明かにされた論点、が公務労働論を深めるためにも多くの示唆を含んでいるか

らであるO しかし，ここで多較にわたる公務労動論について全体的に議論することは避け，小論の

主題に関連するいくつかの論点にしぼって論及するにとどめたし、ι
さて，公務労働論をめぐる論点に入る前に，それに関連する公務員労轍者の概数についてふれ

ておこう。十[)公務員総数は 1979年(昭和54年)の数字で5，125千人でこれは就業者総数の9.3%

にあたるO さらにここ数年の趨勢としては微増額向にあるが，対就業者総数比率は 1970年前半ま

では増大傾向にあり，その後はほとんど変っていない。(ロ)このうち国家公務員は約2.007千人，地

方公務員は3，118千人でほぼ4対6の割合であり，その割合はここ数年ほとんど変っていなし、。付開

家公務員は. 1979年(昭和54年)一以下問じーについて行政職が約30万人，その他税誘，公安，

樺事職などが約10万人，教育職約6万人，研究職約 1万人，医療職約5万人となっており，さらにこ

の他に「企業職員J (¥，、わゆる 3公社5現業)が約35万人となってし、る。い地方公務員の場合は，

都道府県1，680千人，市町村1，438千人となっており，さらに職穏到には，一般行政職1.019千人，
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教育職946千人，技能・労務職386千人，陸療・看護・保憶織など医療関係職150千人，警察職206

千人などとなっており，このほかに地方公営企業職員(上下水道，交通，病院など)が328千人

(但し 1976年)を数えている。料ちなみに公務員の労働組合組織率は約70S!づで，これは全産業の組

織率31%を大きく上まわっている。これらの概数からのちの論点とかかわるいくつかの特徴を指摘

するならば， (イ)公務員労働者の中には国家公務員と地方公務員とが区別され，むしろ後者の方が多

い。併とりあえずその労働内容を職種に代替させるならば，文字通りの行政職が大きな比率を占め，

それはとくに国家公務員の場合に高い比率を占めているが，地方公務員の場合は，むしろ，教育.

医療福祉，水道・交通，保安など住民の生活に直結した職種の比率が高し、。付そしてこれらはきわ

めて公共性の高い事業ではあるが，同種類の事業は民間企業によっても営まれているくたとえば私

立学校，私立病院など〉。その意味では公務員と閉じ職種の民間労働者が存在する(つまり公務員

労働者に国有な性格とはいえない職種を食む〉。い)公務員労働者が労働運動戦線で占める位置はき

わめて高し、。

公務員労働者をめぐるこのような状況はそれ自体，従来の公務労働論について再検討するうえ

で有力な材料になると思われる。

まず，第 1に，わが閣における公務労働論は，古くは 1950年代半ばまでさかのぼるのである

が，その議論の中には一貫して実践の要請を受けそれに応えようとする意留が含まれていたといえ
。1)

るのであり，このことは今後の議論の展謝においても正しく継承されなければならなし、。その中で

すでに公務員労働者のニ霊的性格をめぐる議論がなされてきたが，やはり，公務労働論を大きく発

展させる契機になったのは， 1960年代に入ってからの革新自治体の広範な成立であり，さらに70

年代に入つての地域問題の深刻化にともなう地域労観者の新たな任務についての社会的要請の高ま

りにあった，とみることができょう O このような背景に熊らして考えるならば，その深めるべき課

題とそれへの現実的要請は，住民とじ的こ接L生活に直接的わる地方公務員労働者協L、てより強かっ

たといえる(自治研における研究運動の蓄積に端的に示されている)。その意味では議論の出発点

と重点はすぐれて自治体労働者論におかれるべきであった。しかし，実際には，具体的議論のやで

は自治体労働者の直面している課題をとりあげつつも，その理論化にあたっては，間家と公務労働

との関連をめぐる議論が主流を占め，それが公務員労働者論として一般化され，自治体労働(者)

論としてはほとんど深められる機会がなかった。かくして，当初の公務労働論は主として国家と

の関連において議論されることになった。

そこで，第2に，国家と公務労働に関する議論について検討してみよう。この論点を中心に積

極的に公務労働論を展開したのは芝剖進午氏である。同氏の見解をここでくわしく紹介し議論する

余裕はないが，その脅子は，国家と公務労働の区別と関連を明かにしたのち，とくにそれまでの公

務労働論でほとんどふれられることのなかった「社会的共同業務jとしての公務労働の性格を明か

にし，国家と公務労!動の矛盾を指摘し，その矛盾の止揚こそが公務労働の実践的課題である，とする

ことに要約されよう?このことを含む芝悶氏の論点提示は，それまでの公務労働論を大きく前進さ

せその後の議論の発展の契機となったことをまず指摘しておかなければならなし、。

しかし，そのうえでなお国家と公務労働に関して深めるべき課題としては，仔)共同体の社会的

共同業務について，共同体の歴史的な発展をふまえた社会的共同業務の歴史的性格，とくにその資

本主義的役格について十分な考察がなされていなL、。このような歴史的な分析をふまえるならば，

ひとしく共同体といっても，それはまず地域共同体を基礎に，さらに地方自治の発展とのかかわり

で検討すべきことが明かとなるはずであり，まさにそのことが自治体労働者論の理論的基礎にもな
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るといえよう。芝田氏がし、みじくも共同体の社会的共同業務を立論の基礎にすえたことは，地方自

治を基礎とする自治体労働(者)論としての展開の基礎を有していたわけであるが，それが，むし

ろ地方自治体よりは中間的に共同業務的性格の弱い(生産の社会化のもとで閏家の「共同業務」の現

代的意義があらためて浮き彫りになるのであるが)国家を中軸に立論されたため，逆にそれへの批

判も国家の「共間業務jに集中したきらいがある。

(ロ)閤家と公務労働とに関係する議論は，まさに両者の関係を論じたものであって労働内容について

の分析は欠落しているという芝田氏の論説に対する重森暁氏の批判はそのかぎりでは正しし、。しかし，

それは重森氏が続けていうように公務労働の「社会的共同業務」の側面を否定することにはただち

に結びつかないといえる。むしろ必婆なことは，国家と公務労働との関係をふまえた労働内容の検

討であって，そのさい.それ自体として上部構造である閤家の機能にかかわる労働が，下部構造に

おける社会的労働とし、かに関連するかが，理論的枠組みとしてまず整序されなければならなし、。い

し、かえれば，国家と公務労働の関係だけからは公務労働の内容を規定することはできない，という

ことである。

料公務労働を共同体の「共河業務」とみる見解については，少からぬ批判的論説が出されてお

り，それ自体の中にさらに検言すすべき論点も含んでいるので，必要なかぎりでここでのべておくこ

とにしたし、。さきに紹介した重森氏も批判的立場に立つ論者の l人であるが，そのほぼ共通する論

点、はまず池上惇氏によって出されたといってよかろう。池上氏の見解は，次のように要約されよう。

すなわち，共開業務があるとすればそれは文字通り共同体の共同業務としてであって，そのような

共同体が解体し，国家が成立するとその民主主義的性格は失われ，むしろそれは統治の手段とされ社

会の共開業務とはし、えなくなる。しかし，住民の民主主義運動の高揚のもとでは，新しい共弱体と
倒

共間業務の再建の手がかりがうまれる，というものである。ほぼ同じ論旨は重森暁氏や小森治夫氏

の論説にもみられる。公務労轍の中にこのような性格が強く貫き，しかもそれが地方自治体と国家

機関では興ってあらわれるのであるが，それゆえに両者を一義的に律しえないのではなかろうか。

池上氏らの見解はその基礎に現代資本主義の階級構造と措級対立をおいている。このことは公務労

綴論の枠組みとしても不可欠であるが，それは公務労働の内容を階級関係の直接的投影とみなすや

や性急な論理の運びがあるように思われる。池上氏は，さらに，公務労働の二重性について. I公

務労働は，一方では，労働者をはじめ住民の自治権や生活のための権利の拡大の扱い手でありなが

ら，他方では，資本家階級の改良主義的労務管理業務の担い手に転化されるという意味でのこ重性
{お)

をうけとらざるをえなしづとする。つまり.資本主義的官僚機構と民主主義運動の対抗関係の中に

公務労舗の二重性をみるのであるが，たとえ公務労働といえどもこのような労働内容(したがって

有用労働)を，労働過程からはなれた諸条件(しかも上部構造にかかわる)で律することが適切で

あろうか。ここで指摘されていることは労働内容の制約条件にすぎないのであって，労働の内容と

本質を規定することには直接には結びつかないのではなかろうか。この論点、は，、池j二氏らがげんに

指摘しているように，公務労働の将来的な展望にもかかわることであるから，次に第3点としてこ

の点について検討してみよう。

この論点に関しては震森氏が重要な問題提起をしている。重森氏は公務労働の二重性を

で他人労働を支配する少数者のための国家業務をにない，他方で民族自決と民主主義的法律に依拠
関

して住民のための社会的共興業務の再建をになう」ことと規定し，それが郎自的にあるのではなく，

「階級蹄争の結果として，社会的共同業務の民主主義的湾建をめざす住民と公務労働者の連帯した運

動によってはじめてっくりだされるF;とする。文字通り公務労働の二重的性格は f運動によってつ
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くり出されるJというのであるが，労働内容をそれほど直裁に運動に結びつけてよいであろうか。

運動が労働の性格をつくるのではなく，運動(住民と公務労働者の連帯した〉を一つの重要な条件

としながら公務労働が形成され変化するとみるのが妥当であろう。その意味では公務労働の内容を

社会的分業との関連において解明することがさらに必要とされているのである。そうすることによ

って，公務労働がそれぞれの労働の内容に応じて(したがって決して一律にではなく)社会的分業

の一環に位置づくことが一面で明かにされると同時に，他面では，公務労働としての独自の性格も

解明されることになろう。

労働内容を重視して考えるならば，そこから引き出される労働の性格は，決して公務労働にと

どまるものではないことが明かとなろう。ちなみに重森氏は，その著『地域と労働の経済理論』に

おいて交通労働を社会的分業の中で考察しているが，そこでえG.hた交通労働についての基本的な性
担骨

格は. I社会全体の生産.流通，消費を媒介とするところの一般的労働Jということにある。それ

ゆえに「将来の地域共同体と家族の再建においても，全面的に発達した諸個人による社会全体の自
(4自

主的管理・統治にとっても重要な役割を果すことになる」のであるが，いうまでもなく交通労働は

公務労働としてだけではなく民間企業労働者によってもおわれているO この一例が示すように労働

内容について深めるならば，それはもはや公務労働の枠内にはとどまりえないものとなる。ほぼ悶

じことは，教育労働(私立学校と国公立学校のそれぞれにおける教育労働についての内容的なちが

いは基本的にはなしつや涯療労働，その他多くの労働についてもいえることであろう。

第4に，このような公務労働に限った議論の問題点をいま一つの課題と関連づけてみよう。

ここでも重森氏の論説をひとつの手がかりとするのが適切である。重森氏は，公務労働者の専門性

について次のように指摘している。 I公務労働者の専門性とは，………地域や社会や生産の全体を

見通し.それらの発展を計画し，調整し，制御することを意味している。そのような専門性(それ

はもはや総合性とよんだほうが適切であるが)を，公務労{勤者は分業内部の個々の専門分野の労働

をとおしてわがものとしてゆく。だが.そのような専門性=総合性は，ひとり公務労働者のみなら

ず.すべての勤労住民が餅号しなければならないものであるJと。ここでし、う専門性=総合性は，

はたして公務労働者のみにかぎられる課題であろうか。むしろ，そうではなく，ひろくいえば労働

者の全面発達にかかわって，すべての労働者に共通(具体的内容は労働内容に応じて異るが)した

課題であるといえよう。もちろん，重森氏自身もこれを公務労働者のみにかぎるものではなく勤労住民

も欝号しなければならない，と指摘しているが，それは公務労働者と同じ意味においてではなく，

むしろ住民自治の担い手に求められる力量として指摘しているのであって. I分業内部の個々の専

門分野の労働をとおしてわがものとしてゆくJという位置づけとは異ったものといえよう。

しかし，公務労働者にかぎらず，すべての労働者がみずからの専門分野の労働をふまえてさらに総

合性を身にぐ村ることは，労働の発達にとって重要な意義をもってしる。もし，公務労働者がこの点

において他の労働者とちがし、があるとすれば，その労働者としての性格上，先駆的に追求し，また

それを実現する条件が相対的により有利に与えられている，とし、うことであろう。げうυサオL1オLは小論
においでほぼ向様の内容の専門性を，協関組合労働者についてその労働内容の考察をとおして導き出し

たのであった。このように，労働内容にそくしてみるならば，公務労働者の性格や課題の多くが公務

労働者にかぎらずすべての労働者に共通していることが明かとなるのである。

第5に，以上のような論理の運びの中で，現行地方自治制度をどう評価するか，ということも

ひとつの論点となろう。池上氏や重森氏が社会的共同業務について，これを再建すべき課題として

とらえているということは，このことにかかわる現行地方自治制度や国の諸制度に対する厳しい評
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舗が前提となっていると考えられる。つまり.現行の共間業務的諸事業は，基本的には資本のため

の共同業務として，さらに統治の手段として位置づけられているとの評価がなされて\，，~。それゆ

えに民主的改良よりは新しい社会的共同業務の湾建ということが提起されることになるが，現行

地方自治制度の中にも，住民のための社会的共開業務として性格づけることのできる内容が含まれ

ているといえないで‘あろうかo ¥， 九、かえれば，現行地方自治制度の中にこれまでの地域民主主義運

動の成果が蓄積され制度化されている部分が認められるように思う。もしそうであるとするならば，

とくに自治体労働者によって担われている公務労働は，内容的にも住民のための社会的共同業務と

しての性格を内告しているとみることができる。したがって湾建と問時にそのような労働を条件づ

けている諸制度を民主的に一層改良することが実践的課題になりうるといえよう。このことを自治

体労働者の{ltijからみるならば，そのような公務労働の民主的改良の条件は，一面ではみずからの労

働の中に含まれているのであって，労働に対するみずからの要求を基礎に地方自治制度の民主的改

良の中心的担い手となって住民と連帯する.とL、う実践的課題にも結びつくのである。とくに，こ

のような観点は，現在いわゆる臨調 f行革J路線のもとで，教脊・福祉の領域をはじめとして，住民

の生活と生産活動に直接かかわる分野が縮小される状況にある中では，単に再建の課題にとどまら

ず，既存の諸条件を守ることも重喜きであり，その意味で軽視できないといえよう。

以上，公務労働論についての論点を批判的に検討してきたので、あるが，このことをふまえて公

務労働論としてさらに深めるべき課題について概括的に指摘しておこう。

まず第 1に，公務労働論の主要な課題のひとつは，これを労働の内容にそくして深める，とい

うことである。さきに指摘した合務労働論をめぐる批判的論点も，これが公務労働の内容につい

ての十分な検討のないままに議論が進められてきたことに起因しているということができるO そこ

で公務労働の内容について考察するさいに，ふたつの側面から接近することが必要であろう。そ

のひとつは，公務労働を社会的分業の中に位置づけ，個々の労働内容にそくしてその性格を明かに

するということであるO いまひとつには，多岐にわたる公務労働の内容について，これとかかわる

生産，流通，さらに住民の生活のそれぞれの領域をふまえて.その労働の存立条件との関連におい

て労働内容を具体的に明かにすることが求められる。以上のベたふたつの説点は，さきに協関組合

労働の性格について考察するにさいしてとくに重視した分析視点であっむとりわけ，協同組合労働と

生活にかかわる労働との関連について考察するさいには，生活にかかわる労働が未解明の部分を多

く残しているがゆえに，協同組合の成員の生活構造との関連で解拐を要するところであった。公務

労働もその一面として住民の生活にかかわる領域が多いだけに，共通した分析視角が求められる。

他方，そのような労働が他の社会的労働と同じように完全に社会的分業の中にくりこまれるのかど

うか。この点については協同組合労働におけると同じように，公務労働についても十分な検討が必要

であろう O そして，そのような検討の中で，たとえば教育労働，福祉労働，交通労働，医療労働な

どについてそれぞれ独自の解明ヵ:必要であり，それらと公務労働が内容的に深く関連しつつ，公務

労働が一方で社会的分業の一環として位置づくと開時に，他方で，地方自治体や国を媒介として住

民の生活に複接かかわる労働としての独自な性格が拐かにされることになろう。

第2に，そのような公務労働の性格は，それ自体社会的労楊として社会的分業の一環として位

置づけられつつも，蕗品生産とりわけ資本税務品生産の経済法則に一義的に競定されるわけではな

い。つまり公務労働は商品生産の発展にともなう社会的分業の発展によって条件づけられていると

問時に，労働者・勤労住民の生活諸条件に直接的にかかわる労働として形成し発展する。そのさ¥".

協興組合労働に関連してすでに指摘したように，生活にかカ寸つる労{動は，家族を基本単位とする労働者・
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勤労住民の生活過程からまったく分離してはなりたちえなし、。それゆえ，重森氏が指摘しているよ
(4n 

うに，公務労働の形成には労働者・勤労住民の義国化が基礎条件となっているといえる。そのさい，

重森氏が指摘している貧困化の諸相が重要な意義を有することはし、うまでもないが， さらに小論で

のベた質問化についての枠組みは，公務労働論を深めるうえでも有効であろう。すなわち，さきに

われわれは貧困化の内突を， r可能的な一般的な生活諸条件(生産力水準)の水準と現実の生活諸
条件の水準の格差=貧困化出資本の蓄積条件，とくに格差拡大口絶対的貧困化出資本の蓄穣条件J

と規定した。この考え方にもとづくならば，貧困化の克服は，まさにここに見られる格差の縮小で

あるが，問時にそれは資本蓄積と真向から対立し資本蓄積条件に突ける何らかの制限をぬきにして

はなりたちえなし、。しかし，可能的な一般的な生活諸条件は生産力の社会的水準によって物質的に

裏うちされているわけであるから，資本との対抗関係のもとでもそれは部分的に実現可能である。とくに，

生産の社会化，労働の社会化，さらにそれを基礎とする生活の社会化が進行するもとでは，社会的

共両生活手段の充実，教育・社会福祉制度の拡充などが重要な意義を有する。これらが一義的に国

や地方自治体の事業として課せられるわけではないが，その主要な実施主体であることはし、うまで

もなし、。それは，まさに労働者・勤労住民の費問牝の深化のもとで，その克服をめざす社会的共同

業務の主要な内実をなすということができょう。そしてその担い手としての公務労働者はますますそ

の重要性を増すことになる。

そこで，第3に，公務労働が上記のように位置づけられ形成されるとするならば，それは社会

的分業の一環に位置づく労働にはちがし、ないが，さらに独自な性格が附与されているとみることが

できる。それはひとつには，労働者・勤労住民の生活にかかわる労働であるために，社会的分業の一

五I除部分として特定の生産(産業〉部門に閤定化するものではなし、。いいかえれば，この労働は，す

べて社会的労働として存するわけではなしその一部は家族労檎によって担われる部分を残すと同

時に，それらの共同労働としてのさまざまな形態にわたる労働として存夜する。その意味で商品

生産労働とまったく同じではなし、。さらにふたつには，それが主として社会的共同生活手段と結合

している場合には，たとえば交通労働におけるように一般的労働としての性格を有し，その意味で

間定化された分業のもとにおける有用労働とは異る。しかし，このような労働の性格は公務労働に

闘のものではないPこのようなわけで公務労働は，それ自体社会的分業の時に位置づわつも地の
商品生産労働とは奥る独自な性格を有するが，それを規定するのは労働内容であって，震用者が国家

や地方自治体であるということだけで枠づけされるわけではなし、。

その意味で，第4に，公務労働と公務労働者との区別と関連を明確にすることが公務労働論ない

し公務労働者論として重要である。つまり，労働と労働力との関連に関する問題である。この点、に

ついてはこれまでの公務労働論ではすくなからぬ混乱があったように思われる。 L、し、かえれば公務労

働は全面的に公務労働者によって担われる，との前提があったといえるが，それは厳密にいえば正

しくなl'oこのような見方は協同組合労働の分析をとおして明かUこしえたことであるが，公務労簡は公務

労働者以外の労働者・勤労住民も部分的に担いうる性格を有している。それが公務労働のひとつの

特徴でもあるわけであるO このことは，公務労働とその担い手としての労働力との関連として認識

することによって明かにしえよう。それゆえ，かつてレーニンが指摘したように，公務労(動語電極にお

いてすべてのものカそれを担L、うる可能性を含んでいるのであ弘 その実現のた断こは生産・労働の社会

化をはじめとするいくつカの条件が必要であることはし、うまでもない。いずれにしても公務労働噂は，公務

労働を扱う専門賞労働者としてその主力であることはし、うまでもないが，公務労働の唯一の担い手で

はないこともたしかである。これを住民自治の担い手としての地域住民の側に立ってみるならば，

35 



36 教育学部紀要第42~予

これまで住民自治についてはその労働の裏うちまでは考えられていなかったのであるが，住民自治

の担い手としてのあるし北統治主体としての労働者・勤労住民の力量は条件のともなうかぎり公務労働

によって裏うちされることが求められ刀、るといえよう伊このように考えるならば，公務労働(ないしそれ

に類する労働)の担い手としては，専門賃労働者としての公務労働者はもちろんであるが，その他に

協同組合労働者，その他の地域労働者，地域の勤労住民，などをその扱い手として視野に入れるこ

とカ1で?きる。

そこで，第5として，公務労働にかかわる諸機関をめぐる分析課題に官、てのべておかなければなら

ない。カ礼らし、公務労働というそれ自体労働内容U話題する概念が，これまではむしろ労働力の雇用関係

によって規定されてきた。たとえば，公務労働者を「国家に雇用され，官僚機構の一部にくみこま
同 一

れた賃金労働者Jと規定する見解に端的に不されている。ここでは公務労働の担い手が一義的に国

家公務員労働者に等賞されているわけであるが，小論でこれまでのべてきたことからも明かなように，この

ような見方は公務労働者をひろく社会的労働力編成の中に位置づけ，その役割を明かにするうえで

は不十分である。雇用者の性格が罷用関係をとおして労檎者の状態を条件づけることはたしかであ

るから，国家，とりわけその官僚機構について公務労働者の状態を条件づける要因として明かにす

ることは重要であるが，公務労働者の状態を条件づけているのはそれにとどまるものではなし、同

じ公務労働者の中でも地方自治体に雇用されている自治体労働者は.間家去務員労働者と共通した

条件下にa，ると同時に，さらにそれとはちがった状況のもとにおかれている。それは基本的には国家と

地方自治体との性格・構造のちがし、にもとづいているわけであるが，さらに地方自治体はそれ自体

決して一様な存在ではなく，地域性(とくに地域における階級的対抗関係のもとにおける地域民

主主義運動の蓄積一それは自治体労働者も参加しているー)をともなって多様である。したが

ってこのことを反映して自治体労働者の状態を競定する条件も決して一様ではなし、。このような視

点、に立つならば，実は国家公務員労働者の場合も，その状態を規定する諸条件は決して同じではな

く，諸機罷の性格・構造(とくに官僚制の強弱〉や職場民主化の度合，職種などによって異ってい

ることは明かである。

さらに，公務労働が公務労働者だけによって担われているのではなく，地域の他の労働者や地

域の勤労住民によってもたとえ部分的で、はあれ担われている，とL、う理解に立つならば，それに関

して，菌，地方自治体のほかに認減の各種の協同組合，諸団体・組織を視野に入れ地域安基礎と

する諸組織・機関などの相互の関連について明かにすることが必要であろう。

最後に第6として，労働運動戦線における公務労働者の佼置・役割についてのべておこう。す

でにこの節の冒頭で指摘したように，公務員労働者の労働組合組織率は約70%で他の産業，職種に

比べて群を抜いて高L、。その条件をここで検討することはできないが，それは，公務労働について

小論でこれまで指摘してきたことに照らしても，公務労働者の性格とそのおかれている状態を示してい

いるとみることができょう。組織労働者としての公務員労働者の位置の高さはたとえばその組織率

にも反映しているといえるが，とくにその中心部分が教育労働者によって狼われているということ

は，教育労働(それは公務労{新三けではない)の社会的性格とそれを担う教育労働者の主体的運動

の蓄積にもとづく先進性として位置づけることができょう。とくに地域における組織労働者の位置

が農村部において高いとしづ状説は一般的に指掘されているが，それは，小論で明かにした公務労

働の性格に照らしてもその労働自体の中にオルガナイザー的役割が含まれている(住民本伎の共同

業務)ので、あって，公務労働者は労働運動戦線を基軸とする地域民主主義運動の中心的勢力として

の位置におかれているといえよう。
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以上，公務労働および公務労働者の性格について検討してきたのであるが，その主な論点は，

協同組合労働の考察のやから導き出されたものであり，今後，あらためて両者の関連を明かにする

と同時に.教育労働論，とりわけ社会教育労働論(それ8体公務労働であり教育労働である)とし
て深めたし、と思う。

注

(1)生活の社会化と生活協同組合の関連については，社会的共同消費手段に者自して，すでに拙著『現代の農

協理j翁J(1973年， 全農協労連，とくにその第9ゑ生活問題と協同組合)の中でふれた。なお，この
点については，その後真田条氏もより詳しく関説してし、る。坂寄俊雄編『生活協FiiJ組合と現f¥;;l士会J~19 

78if:.法律文化社)参照。また，農業協同組合について，協同組合論を労働の社会イととの関連で考察した論

稿として，美土路達雄氏の論文が注目される。美土路達雄「農協論についての覚え書J (北海道大学教育

学部F北海道大学教育学部紀要J.第28号. 1977年，所収)を参照されたし、。なお，山田定市『地域幾
業と農民教脊J(1980年， 日本経済評論社)も合わせて参照されたい。

(2) 森采「潟業資本の企業経営と生活協向総合の事業留組(生活協同組合市民生協『現代生活協同組合論』

1982年，所i奴)を参照されたし、。

(3) 前掲森論文118ページ。

(4) ほぼ共通の視点、に立って農協資産の構造と性格について分析したことがある。生協についても農協と共通

した性格，構造方みられるのである。その助、寸土，農協の場合には生産手段〔広義〕の共同化右主戦としてし、

るということである。それは協同組合工場という例外的な存在を別にすれは労働者協同組合と農協との

基本的なちがし、を示している。山a定市「農協の財務構成とその基本的性格一農業を中心とする生産・
労働の社会化を視点、として-J (湯沢誠漏『農業問題の市場論的研究J，1979年，御茶の水書房，所収〉
を参照されたし、。

(5) 美土銘達雄「協同組合の組織と経営に関する試論J(協同総合研究会編『協同組合の綴織と緩営J.
1957年，御茶の水著書房，所収美土路達雄『働くものの農協論J(1967年，現代企画社〉を参照さ
れたL、。

(6) 山部定市「商業資本と協同組合J C北海道大学農学部『農経論菱重J.第25集. 1969年，所収) ; 11i回定
市『現代の農協理論J(1973年，全農協労連)を参照されたい。

(7) 資本家の消費は，大別して生蹴憐愛と倒人的消費に分かれ，さらに後者は消費手段と奪修消費手段よ

り構成される。このうち生産的消費は拡大再生産の過程で絶えず増大しつづけ，善幸修消費手段も個別的に

は無制限の拡大の可能性を含んでいる抗治費手段については，基本的には社会的生活水準によって条件

づけられている，とみることができる。

(8) 山悶定市「目玉業資本と協同組合J (北海道大学農学部F幾経論叢J.第25集， 1969年，所収)
(9) ほぼ同じ論点、は，農業協同組合の場合に・農民経営の共同化の具体的形態として指摘した。くわしくは前

掲，山田定市「商業資本と協同組合jを参照されたい。

同山田定市『現代の農協理論J(1973年，全農協労連J• とくにその第 4ゑ第5 撃を参照されたい。

聞 このような視点、からみても，農業協同組合の場合には生活協同組合の場合と異り，生産手設が加わるの

でいちじるしいちがいがある。山田定市「農協の財務構成とその基本的性格一農業を中心とする生産・

労働の社会化を視点として J (湯沢誠綴『農業問題の市場論的研究J(1979年，復漆の水書房，所
収)参照由

似 たとえば，金調生協労働組合連合会編『生協労働者と生協運動J( 1976年，民衆社)では，生協労働者
の役割と生協労働組合の任務について理論的・実践的に深められている。

間 たとえは品JII尚志「専従役職員集lSIlに求められる現代的役観J (坂寄俊雄編『地域生活と生協運動』
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( 1981年，法律文化社，所収〕を参照されたい。

制農協労働組合にあっては，すでに十数年らい農協労働者の役割について，農協労働運動の運動方針の中で，

地域農業の発展と農協の民主化を主要な課題としてかかげて取りくんで、いる。その理論的・実蹴句成

果は全農協労連の機関誌『労農のなかま J(月初u)や多くの出版物に掲載されている。とくに注目される

のは，労{勤者自身が研究者集団の協力のもとに科学的地域調あ労働者状態調査などにとりくみ，実践・

理論活動にいかしていることである。そのさい，農業・農協開題特1i1接員会，中央労差是研究集会助言者間な

どの研究者集団の理論的寄与は大きいのであるが， とくに鈴木文考案氏は，その中でも中心的な役舗を担い，

差是協労働者論の構築の努カを続けている。その成果は同氏になる多くの著作にくわしいが最新のものと

しては，次の論稿が参照となろう。鈴オ丈文書室「農協労働者の状態と労働組合(ム中)J 住農協労連

『労農のなかまJ.1982年 11月号; 12月号一連載中一)。
間 以下でのベる論点の概括的な指矯については次の論文を参照されたし、。山田定市「現代生活協向組合論の

毒事題J (生活問題研究所『鴎品所晶と生協経営J.1982年11月号，所収)。
仕掛 前掲，品川尚志「専従役磯良に求められる現代自号役割J.参照ら

11骨荒又重維『賃労働論の幾関J(1978年，御茶の水警勝. 212ベージ。
側 エンゲルス『家主え私有財産，国家の起源J(全集，大月議応版，第21巻，所i奴)
11到 たとえば宮崎礼子・伊藤セツ綴『家庭管理論J(1978年，有斐潟新議)。
(測布施晶子・玉水俊哲編箸『現代の家族一新しし、家族の鋭迭をめざして-J 0982年，青木蓄広). 
とくに.IX新しい家族をめざして〔布施品子氏執筆)を参照されたい。

制家族の性格規定については，たとえば前掲布施・玉水『現代の家族J.V現代における夫婦の問題(庄司
洋子氏執筆〕を参照されたい。

間 労働者家族の場合，家庭内労働出家族労働といえるが，ブノレジョア家族，農民家族の場合は等援できなし、。

ブルジョプ家族の場合には，家庭内労働が家族以外の傭用労働力によって主主われることがある。また，農民

家族の場合には，家族労働の一部(むしろ大半)が商品生産労働として社会的労働となる。

制農業協同組合のようにづ生産者協同組合の場合には購寅 (G-W)だけでなく販売 (W-G)も含まれる。

帥前掲，荒又義雄F賃労働の燥関J.212ページ。
間 くわしくは，山間定市「協同組合間協同の現代的性格J (1982年，生活協同組合市民生協『生活協同級

会論J.月号収)を参照されたい。
側 主として農民の主体的性格の一例踊としての労働主体に関じてどのような性格と課題(とくに学習課題)を有

している制ζqいては，前掲， 山田主主市『地域差是業と農民教育Jを参照されたい。

間やはり農民の主体的性格についてである抗生活主体としての課題に関しても概括的にふれた。山間定市

「あすなになう農民は新しい教育を求めるJ (新日本出版社『経済J. 1982年11月号，所収)参照。
自陣 前掲，山凶定市『地域差是業と農民教育Jを参照、されたい。
間生活協防総合の成員がその活動に参加する中で，どのように成長・発達するかということは，協同総合労

{離命令薬事患にしながら， さらに広L視野で， しかも実証的に解明すべき課題である。この研究課題は，ほ

とんど未完若手の状態にあったといえる坑われわれの研究室て、はこれを社会教育研究の一環として位援づ

けて研究を続けている。その成果のーっとして次の論文を参照されたし、。問中秀樹「生協組織におけるり

ダー!替の形成課程一市民生協K広の毒事例-J (生活協同組合市民生協『生活協同組合論J. 1982 
年，所収)。

ω) 重森務氏は公務労働論の課題として次の3つをあげてし必。第1に伎民の貧濁化との関連で公務労働が

どのような意義をもってし、るか，第2に公務労働の二震性について官僚機構とのかかわりで再構すしてし、

くこと，第3に今日の社会自扮業の中での公務労働の位置を明かにすること。それぞれ護要な課題である

が，従来の議論では労働内容に関する考察が最も不十分であったといえよう。重森暁「公務労働の今日約

課題とはJ (自治体研究社『住民と自治J.1982年2月号，所収)を参照されたい。
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信1)公務労働論の系議については芝田進午編『公務労働の理論JCI 977年，青木議!おの序章〔芝悶氏執筆)
を参照されたし、。

倒前掲芝田進午『公務労働の理論J.序ゑ参照。
御霊森I!ffir調械と労働の経済理論J( 1981年， 青木書簡). 135 -136ベージ。
倒 くわしくは，池上惇F財政危識と住民自治J( 1976年，青木蓄広). とくにその第3主主(現代国家と財

政の理論)を参照されたい，

間 愛森焼編『地域のなかの公務労働J( 1981年，大見書Ji5).この中で重量森氏の見解はその第l主主，小森
氏の見解はその第2'l雲にくわしし、。

側池上惇『現代国家論J( 1980年，青木E害賠). 47ベ ジO
倒 重森焼『地域と労働の経済理論J0981年，青木主義応). 150ベージ。
倒前掲急 151ベージ。

悌前掲言書. 195ベージ。

(4帥前発揮. 195-196ベージ。

(40 前掲急第5意，現代の貧困化と公務労働参照b

倒 この論点、に関連して，重森氏の交通労働に関する分析はきわめて示唆に富んで、いる。重森氏はその中で，

交通労働を一般的労働として性格づけるO しかし，一般的労働比他の商品生産労働と区別する絶対的基

準ではなく，社会的生産カの発展のもとではより多くの種類の労働がしだし、にそのような性格を内匂す

るようになり，その意味では相対的な区別にすぎなくなる，とみるべきであろう。前掲，重森際『地域と

労働の経済恕論J.とくにその第7章，社会的分業と交通労働，を参照されたい。
帥 レーニンr国家と革命J.(全集，大月蓄広版，第25巻). 521ベージ。
同 この論点にかかわって震森氏は「社会のだれもが公務に携わるようになるとき，公務労働は死滅する。こ

れが公務労働の運命であるJ(前掲重森務『地域と労働の経済理論J.159-z-ジ)とのべている抗
これは早急にすぎよう。すべてのものが担うとき，ある時思やはり公務労働者として(したがって分業

として関定化しないで、)働くことはありうるし，かりにその必要すらなくなったとしても，公務労働は残

る。そのさい死滅するのは公務労働ではなく公務労{動者である。本文で指摘したように公務労働者は公務

労働の唯一の担い手ではない。

師前掲，重森焼『地域と労働の経済埋論J. 136ベージ。

IV 生活主体の形成と協間組合一概括と今後の課題一

この鎮では，これまでのベてきた主要な論点を概括し，さらにそこからひき出される今後の研

究課題についてのべることにするO

まず第 lに，こんにちの経済問題の中でとくに生活問題に焦点をしぼったのは，むろんそれ自

体が経済問題として十分解明されていない研究課題であるという認識がその基礎にあるけれども，

そのような生活摺題を解明することは，とりもなおさず，労働者・勤労住民の側から社会の再生産

構造，経済開題をとらえなおすということで、あって，その視野はひとり生活問題にとどまらない。

第 2に，生活問題はすぐれて労働者・勤労使民の生活問題として顕在化するわけであるが，そ

のま良幹となる理論的枠組みは素因化である。そのさい，小論では，とりわけ第 1の視点を重視する

という見地から，貧困化における生産力構造のもつ意味を重視し丸。つまり，生産力の社会的水準

念労働者・勤労住民の生活諸条件としてみた場合，それが現実の生活諸条件として具体化する過程

で，その資本主義的矛蹟がし、かに醸成され顕在化するかとL、う問題としてとらえ，その中に貧閤化

の内実を認識しようとするものである。貧困化をこのようにとらえた場合，労働者・勤労住民の生

活過程は大別して，労働過程とそれ以外の消費生活を中心にしたいわば狭義の生活過穫とに分かれ
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るが，むしろそれを統一的に認識するさいに，労働者・勤労住民の労働が重要な意義を有すること

になるO

第3iこ，そのさい，一般に労働は生産的労働を基軸とする社会的労働として把握されてきたので、

あるが，さらに，従来家事労働といわれてきた労働をや心に，生活にかかわる労働をも視野に入れ，

生活過程における労働の意義をより広い視野に立って解明してきた。

第4に，労働に対するこのような視点は，さらに生産力構造の分析視角にも及び，労働者・勤

労住民の生活過程を視野に入れたうえで，さらに地域産業の生産力構造についてその考え方を明

かにした。それJ主，まさに生活諸条件としての生産力の民主的統制の課題に結びつき，労働主体として

の労働者・勤労住民の主体形成にもかかわる理論的・実践的課題である。さらにこのことが地域に

根ざした経済民主主義の発展をめざす中で，とくに生産力にかかわる重要きな課題一それは単なる

生産力の資本主義的発展にとどまらず，生活の側からみた生産力(これをわれわれは貧困化論の枠

組みの中で生活諸条件としての生産カ水準としてとらえた)の発展ーとして佼置づくこと

になる。

第5に，以上のベたような生産力と生活水準との相互関連は，現実には多様にしかも轍広い領

域にわたって体現するのであるが，その端的なあらわれは，いわゆる社会的共同生活手段の態様の

中に見ることができるO それは生産力の社会的発差是と労撤の社会化，さらにそれを基礎とする生活

の社会化が進行する中で，労働者・勤労住民の生活条件としてますます重きをなすようになる。そ

して，それ自体の態様が資本の論理(収益性，投下資本効率など〉によって強く条件づけられる

ため，その社会的充足の地域・階層差，さらにその個別家計への圧迫(とくに費用の受益負担の実

施によって)などをめぐって貧困化がより広範にしかもより集中的にあらわれる。

以上のべたことは，それ自体，労働者・勤労住民の生活問題(=貧困イりに対する新しい分析

視角を含んでいるのであるが，このような脈絡の中に生活協同組合を位置づけた場合，生活協調組

合は，こうした生活問題を克服する大衆的組織としてそれにふさわしし、性格と条件を備えている，とい

える。 L、し、かえれば生活協同組合は，労働者・勤労住民がその貧国化の中で，みずからの生活の改

良をめざす自主的・集団的活動の組織であり，それ自体，生活の社会化の歴史的なー形態である，

とみることができる。生活協開組合をこのように位麓づけたうえで，その性格や構造を分析しよう

とするさいには，当然，上記の生活問題に対する分析視角がその基礎として必要であり，生活協同

組合をこのような視点で分析するじゃで，これまでの生活協同組合論においてとくにほとんど未解明で

あった課題に分析の焦点をあてることができるのである。このような視点に立ってみた場合，

協同組合労働に考察の重点を置いたことは，従来の生活協同組合論(ひいては農業協同組合をはじ

めとする他の種類の協同組合についても)をさらに発展させるうえで欠かせないことであったと理

解している。そして，このことは，とりもなおさず生活協同組合の成員と生協労働者の調連をひろ

く労働と労働力の社会的編成の中前助寸こすることであり，生活協同組合の現段階的役割についてこれま

でより広い視角で接近することに結びつくものであるO それゆえ，そこで導き出された論点、は，補

論でのべたように公務労働論の論点に結びつくのである。

さて，以上本論で、のべたことは，生活問題ならびに生活協調組合論の課題としては主要な内容

のひとつをなすと思うが，もちろん，生活協同組合論で論ずべき課題はここでのべたことに尽きる

ものではない。むしろ小論では，生活協同組合論として欠かせない論点のいくつかについて，とく

に協同組合労働論に集約しながらのべてきたのであるが，それ自体としてもなお残された課題は少

なくないし，これを生活協用組合論として体系的に発燥させるためには，すくなくとも次の諸点、を
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小論にひきつぐ課題として設定する必要があると思う。

第1に，その主要な課題は，この章の主題としてかかげたように，生活主体の形成とそこにお

ける生活協関組合の役割についてである。その意味するところは概括的にいえばこうである。さき

に，黄開化の枠組みについてのベたさいに，これを「可能的な一般的な生産力の水準(=生産力の

水準)と現実の生活諸条{牛の水準との格差=貧困化」として把握したわけであるが，これは生産力

の社会的水準の傾向的な発展を前提としている。現に，歴史的にみても資本主義のもとで生産力の

社会的水準は基本的には上昇・発展している。このことを生活諸条件としてとらえなおすならば，

それは生活の内容を各面的に発燥させさらに水準を高める丈必の物貿的な条件をなす(それ沙え，可能

的な生産力の水準と現実の生活諸条件との格差が間勝。それを現実化させるのは労働者・勤労住民自

身であるO つまり，ここでは，生活内容を多面的に発幾させ，その水準を引上げる主体として労働

者・勤労使民が位置づく。これをここでは生活主体の形成として意義づけるのである。これは，生

産力の社会的水準が極度に低かった時代における生活水準の間着状態とは異った状況であるといえ

よう。しかし，それは，労働者・勤労住民の主体的な努力によって単純に実現するものではなし、。

資本主義的な生産力はまさにその発展の過程で不均等発展をともない，そのことが労働者・勤労住

民の生活内容・水準の格差構造を拡大すると同時に，矛盾の集中点としての低所得・貧閤層(江口英
(1) 

一氏らの規定 )を増大させ，全体として貧困化を一層深化させるからである。

このような状態のもとにおける生活主体の形成にかかわる課題は，基本的には，まず，家族を

基本単位とする個別的生活を，社会的な関連のもとで主体的に編成しその向上を実現すること(宮崎
(2) 

礼子氏らのいう家庭管理主体 の形成もほぼ問主旨であろう)，そして，そのこととの関連で社会

的共同生活手段の拡充など共同生活の充実をはかること，さらに，それらの実現にあたってその物

質的基礎をなす社会的生産力の民主的統制をたとえ徐々にではあれ実現していくこと，に要約され

よう。したがって，生活主体による生活内容の自主的編成としづ場合，それは，狭義の生活過程に

とどまらず，その物質的条件としての生産力の民主的統制をも含む広いとらえ方になる。これは，

生活の社会化の主体的側面にかかわることであり，労働の社会化の主体的側面(一般にいわれる変

革主体の形成)との関連における生活主体の形成についての主要な内突をなしている(生活の誼会

化をこのように主体的に把握することはこれまでほとんと9なかったように思われる)。

このような基本的な枠組みにもとづいて，これをたとえば食糧出題，食生活として考えるなら

ば課題はより具体的になろう。現夜，食糧問題については非常に関心が高まり，すぐれた研究
(3) 

成果が相ついで公刊されている。他方，これをさらに生活問題に結びつけて食生活の問題としてよ
(4) 

り高い視野からの考察もなされている。さらにこの中で最近 f日本型食生活jということが議論に

なり，食生活の問題が食糧問題を背景とし，しかも貧閤化の内実ともかかわりながら独占資本と労

観者・勤労住民との間に鋭い対立な生み出している。俗に衣食住といわれ生活の基本条件のひとつ

とされている食糧についてみた場合，すくなくともその素材は多様で、あり，食糧生産部門の生産力

も決して低くはなし、。その意味ですくなくとも食生活を多面的にくみたてる可能性は有するわけで

あるが，現実には，それが独占資本の介在と外国依存の食糧政策によって，個別の食生活において

も，食糧生巌構造の面でも構造的な矛績を拡大しつつあとb このような中で，労働者・勤労住民が食

生活を主体的に縞成し，そのための条件を獲得する運動を展開することは，生活主体として生活内

容を主体的に編成するにあたっての主要な課題のひとつである。これを農業生産に直接かかわりを

もたない労働者・勤労住民の側からみても食生活→農業・農民問題→資本主義下の農工聞の不

均等発展→自然界と人間との関係，としづ認識の拡がりと深まりの中でみずからの生活問題をより

41 
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広い捜野でとらえなおし，生活内容の自主的編成の課題を明かにすることができょう。この点では

これまで社会的生産をほとんど視野に入れることができなかった消費者運動も新しい発展の契機を
(5) 

得ることができょう。

このように生活主体の形成の課題を認識した場合，生活協同組合はそのような生活主体の集部

的陶冶の場であり，とりわけ共間生活過程の形成・発展にもっとも適合した級J織的特性を有してい

るとみることができるO この点についてさらに理論的に深めると問時に，実証的に検証することが

今後の生活問題ならびに生活協関組合研究にとって必須の課題であるO しかし，そのさい，すくなく

とも次のことに留意しなければならなし、。すなわち，そのひとつは上記のことは生活協同組合が経

済民主主義の中でとりわけ生活問題にとりくむ担い手としてふさわしし、ニと合意味するのであるが， そ

れは生活協同組合運動のみによってはほとんど実現不、可能であるということで、あるO 労働者・勤労住民の

主体的運動の主力は労働組合運動，農民運動などの社会改造をめざす大衆運動であって，生活協同

組合運動はその一翼を担いつつ独自な役割を果すことになる。その意味で協同組合運動に過大な期

待をもつことは適切とはし、えない(このことは生活協向組合が労働者・勤労住民の生活問題を中G'*'こして

広範に組織し活動する意義をいささかもそこねるものではない)。また，真の革新勢力の結集のもとに

その実現をめざす統一戦線をぬきkこして協同組合戦線を独自に展望することも困難であろうO

第2の課題は生活協同組合の組織問題である。小論ではこの点についてほとんどふれなかった

が，この問題については，これまでの生活協間組合論の中では比較的に多く論じら:hてきた。

それゆえその批判的検討も必要なわけであるが，あえて小論でこの論点、を課題として残したのはむ

しろ，その前提になる基本的規野を明かにすることが先決であると判断したからにほかならない。

これまで支配的であった運動論的ないU主当為論的な組織論の延長線上には，組織問題の精綴な解明

は困難であるからである。その意味で，小論でとくに協同組合労働について論及したが，このこと

は生活協同組合の組織開題の基礎に据えられなければならない，と考えるO その中でとくに協同組

合労働についてこれをその成員と生協労働者とがそれぞれの立場から共同で分担しているというこ

とを明かにしたのであるが，このことは，生活協同組合の成員と生協労働者との組織的関係を規定

する基本的な条件である。このことをふまえて協同組合労働の具体的な内容や専門性についてさら

に深められるべきであると同時に，協同組合労働以外の諸活動(たとえば教育，文化，平和運動に

関する活動など)を含めた生協運動を支える組織ならびに組織活動のあり方が今後の課題となろう。

第3に，このような生協の組緑樹顕との関連において，生協労働組合運動は深めるべき独自の

諜題をなしているといえよう。生協労観組合の歴史は，古くは1948年，神戸灘生協に従業員組合が

結成されたことにはじまるが，飛躍的な発展を遂げたのは 1960年代に入ってからである。当初は

生協労{動者の生活と権利を守る運動の中でとくにその劣悪な労働条件を改善・向上させることに力

点がおかれたが，現在はそのような方針を引き継ぐと同時に， グ生協運動を住民の中ヘグをスロー
アア (6) 

ガンに80年代の生協運動明弘手として，生協運動の発展人積極的L とりくんでいる。生協労綴組合

運動が，その成員である生協労働者の生活協同組合の中における位置と役割を基礎にして明かにされ

なければならないことはいうまでもなし、。小論ではその根幹にかかわる課題として協同組合労働の

性格について解明した。このことは生協労働組合がかかげるが生協運動を住民の中へ H の理論的基

礎をなすものである。生活協同組合が地域における経済民主主義運動の発展に役割を果す場合，そ

れは生協労働組合運動の存在をぬきにしては考えられない。生協労働組合と生協理事会との関係は

資本主義的企業のもとにおける労資関係とはことなるが，現在の労働者の労働条件，賞金は企業(事

業体)内の条件のみではなく，地域的・全国的労{動市場によって条件づけられているので，労働運
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動もそのような視野に立った運動が求められる。また，生活協同組合におこりがちなグ経営主義的

偏向グを阻止する力は生協労働組合を基軸とし，生活協同組合の成員との連帯のもとに進められる

生協民主化の運動であろう。このような視点、をふまえて生協労働者の状態を基礎とする生協労働組

合運動の発展条件について解明することが求められているといえよう。

最後に，生活協同組合をとりまく情勢との関連でその解明すべき課題をのべておかなければな

らなし、。戦前における産業組合を中心とする協同組合運動は，日本資本主義が帝閤主義侵略を強行

する中で寧盟主義体制jに包摂され，戦時の統制団体の時期を経過したのち，戦後の新生協同組合とし

ての再出発をまたざるをえなかっ丸戦前艮本帝国主義は軍事体制への再縞成にあたり地域再編成をと

くに重視しTこ。そのさL、，地域共用組織としての協同組合(産業組合)が最大限に利用された。こ

のような歴史的教訓の意義は現時点においても決して小さくはなし、。とくに軍事的再編が地域にま

で及ぶなかで農業協同組合や生活協同組合があら7こめて注目をあひでいるのとくに農業協同組合の場
ザ (7)

合には，そのみずからの運動方針の中にそれに協調する危険性が皆無とはし、えなし、。 r地域コミュ
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ニティJや「地域協同組合」をめぐる議論もこのような情勢の中で批判的に検討する必要があろうO

そのうえで、たとえば協関組合間協関の意義についてもさらに深める必要があろう。このような問題

状況の中で，農業協関組合についても独自に考察を進めなければならない守地域民主主義運動の一

環として生活協同組合運動を前進させることは，問時に日本がファシズムに走らせる危険な道を歩

むことを臨止することにも通じるからである。生活協同組合論にはそのような広い分析親角が合わ
(9) 

せて求められているのである。

注

(1)江口英一『現代の「低所得層JJ (上・中・下) ( 1980年，未来社)がその代表作である。
(2) 宮崎礼子・伊藤セツ綴『家庭管理論J0978年， 有斐関新番)参院
(3) たとえば次の著作・論稿を参照されたし、。そのひとつひとつの論旨の特徴については，ここではふれない

杭いずれも食糧問題研究にとっては欠かせない文献である。弁野経一・震箆健一綴著『食糧問題の基本

視角J(1976年， 新評論)， 日本科学者会議編『日本の食糧問題J(上・下) (1978年， 大月蓄広)，
吉田武彦『食糧問題ときみたちJ0982年， 岩波ジュニア新議)，宮村光蚤・吉国忠、編『食糧の経済』
(1981年， ナカニシヤ出船， 2討す光重「国民食糧と農業の役割J (講座日本の資本主義8r日本資本
主義と農業・農民J，1982::9=-， 大月蓄広，所収〉。

(4) 美土路透綾「子どもの食生活変容とその社会的経済的条件J (名等女子短期大学f学術研究報告J，第14
巻， 1982年， 所収)， B本科学者会議編『食生活と健康J(1982年， 大月議広)，参院

(5) 消費者問題，消費者運動のとらえ方については，たとえば次の文献を参照、されたし、。小谷正守・保田芳昭

綴著『現代日本の消費者問題J0980年， ミネノレウeア護房)，小谷正守『現代消費経済の基礎理論』
0981年， ミネノレヴァ秦野

(6) たとえば次の文献を参照されたい。全題生協労綴組合連合会綴『生協運動を住民の中へJ0980年， 民
衆社)0 

(7) たとえば1982年に筒かれた全鴎農協大会では，今後の農協の活動方針の基本にかかわる次のふたつの決

議がなされた。『日本農業の展望と農協の農業振興方策J' r系統農協経営榔新強化方策~，とくにこれら
の中で「経営合理化」をみずからの方針としてうち出している。

(8) 農業協同組合論について比あらためて考察の機会を持ちたいと思うが，次の文献を参照されたい。

美土路達雄「幾協論についての覚え著書J (北海道大学教育学部『北海道大学教育学部紀委J，第28号，

1977年，所収)，太田原高昭『地域農業と農協 J(1979年，日本経済評論{:1)
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山田定市『現代の農協理論J( 1973年.iE農協労連山田定市「商業資本と農協J. r農産物市場の
再編と農協J. I農協民主化の課題と幾望J (いずれもJIl村琢・湯沢誠・きた土路崩欄f魁友物市場論大系，

1・2・3巻. 1978年，食文協，酔}30。

(9) 地域に根ざした経済民主主義の発展の課題，その中における住民自治と住民の主体形成については，池上停

氏を中心とする研究グノレープの研究成果に学ぶところが多い。数多い成果の中で，島恭彦監修『講座現代経

済学I経済学入門.1 0978年，青木割古) .さらにその続篇ともいうべき近著，基礎経済学研究所編『人開

発達の経済学.1 ( 1982年，青木舎庖)は示唆に富んで刊、る。その豊富な論点、について，ここでふれる余裕

はないが，次の2点討論の論震とかかわってさらに検討すべき内容を含んでいる。そのひとつは，人間発

達にかかわって「潜疫力Jないし「潜勢力jの形成，さらには「普遍的発達の潜在的可能性Jについてふれ

ているが，その顕復化のメカニズムは労働過程における労働内容と関連しており，したがって労働力の陶冶

と結びつけて考察する必要があろう。いまひとつには，公務労働(とくに自治体労働)の中には教育・福祉

労働のように「人鍔発達を保障する労働」が含まれる，とLづ指摘は重姿であるが，そのような労働内容が公

務労働(の…部)に溜有のものであるとはかならずしもいえないであろう。このことは，小論における協同

組合労働の性格の分析に照らしても拐かであり，労働内容にそくした一層の検討が必婆で、あろう。


